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68 308
指標

指標
　

1

近隣では豊田市、安城

3

市、西尾市などで市やＪＡが主体となった農業塾等の研修事業が実施されている。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,916 11,806 15,422 17,106 合計 15,422,016 円
報酬 6,335,178 円

財
　
源

特定財源 168 315 273 450 職員手当等 1,129,006 円
報償費 1,610,000 円

一般財源 11,748 11,491 15,149 16,656 旅費 288,680 円
需用費 2,179,338 円

職員人件費　② 7,949 7,906 7,289 7,366 役務費 233,974 円
委託料 933,970 円

総事業費（①＋②） 19,865 19,712 22,711 24,472 使用料及び賃借料
2,354,057 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称 備品購入費 349,613 円
公課費 8,200 円

５年度までの累積事業費 0 講座受講料

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 農業
施策体

和

系
施策の内容 農業に親

５

しむライフスタイルや

年

食育の推進

目
　
　
　
的

度

　農業後継者の育成を

評

行うことにより、農業

価

主
た
る
内
容

○野菜作り

）

研修の実施
者の高齢化

刈

や後継者不足、遊休農

谷

地化等農業 ○施設及び

市

実習農地の管理
課題の

事

深刻化を抑制する。

位

務

置
づ
け

関連計画 農業経

事

営基盤の強化の促進に

業

関する基本構想

根拠法

評

令 刈谷生きがい楽農セ

価

ンター運営要綱

対象者

シ

20歳以上の市民（R

ー

5年から18歳） 事業

ト

期間 平成２０年度 ～

実

（

施方法 ■直営　□委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

業

年度実績 ４年度実績 ５

環

年度実績 ６年度計画

・

境

野菜作り研修 ・野菜作

部

り研修 ・野菜作り研修

一

・野菜作り研修
　　第

般

13期生　16人修了

会

　　第14期生　 8

計

人修了 　　第15期生

刈

　15人修了 　　第1

谷

6期生　13人修了
　

生

　第14期生　 8人

き

受講開始 　　第15期

が

生　15人受講開始 　

い

　第16期生　13人

楽

受講開始 　　第17期

農

生　20人受講開始

　

セ

野菜作り研修を実施し

ン

、研修修了者は出荷・

タ

販売が可能なレベルの

ー

栽培技術を身に付ける

運

ことができた。

成果
　

営

親子農業体験教室の会

事

場として農場を提供し

業

、農業にふれ合う場を

担

作ることができた。

　

当

研修修了者がすぐに大

課

規模な農業経営を始め

農

られるわけではないの

政

で、即効性がない。

　

課

遊休農地解消のために

款

は、青年や退職後就農

項

者を含めた農業従事者

目

を増やしていくことが

担

必要となる。
課題

指標

当

名称（単位）
実績値 目

係

標値

３年度 ４年度 ５年

農

度 ６年度 ８年度

活動 延

産

べ研修修了者数（人）

係

232 240 255 2



1 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　農業の後

令

継者対策、遊休農地対

和

策として必要性の高い

６

事
・法的業務

高い
業で

年

ある。
必要性 ・市民ニ

度

ーズ、社会需要
・市民

（

生活上必要である　な

令

ど

　研修生の受入れ可

和

能な定員に限度がある

５

ため、効率性を
・コス

年

トの節減、費用対効果

度

普通
上げにくい。

効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

　農業の担い手の育成

）

には時間がかかる。
・

刈

手段の最適性　など 　

谷

遊休農地の解消につい

市

ては緩やかであるが、

事

回数を重ね
るごとに効

務

果がある。
　農業への

事

新規参入が難しい中で

業

、現時点では市が主体

評

と
・市が主体となって

価

実施する
普通

なり栽培

シ

技術を習得する機会を

ー

設け、人材を育成して

ト

いく
妥当性 　べき事業

（

であるか ことが必要で

様

あり、妥当である。
・

式

総合計画との整合性　

２

など

　研修生の満足度

）

は高く、修了後も積極

会

的に農業に取り組

施策

計

への ・施策への貢献度

名

高い
んでいること、ま

担

た、農業体験や農産物

当

加工教室などの機
・目

部

標達成度 会を提供して

産

いることから農業に親

業

しむライフスタイルの

環

貢献度 ・市民サービス

境

への効果　など 推進に

部

貢献している。

今後の

一

方向性 □拡充　□現状

般

維持　■改善・効率化

会

　□縮小　□終期設定

計

　□休止・廃止

　受講

刈

申込者は本格的な農業

谷

に取り組む人を優先す

生

る。
　就農支援のため

き

新規就農支援制度を周

が

知する。
　研修修了生

い

へのアンケートを実施

楽

し、研修カリュキュラ

農

ムへの反映を検討する

セ

。

ンター

Ｃ
 
　
Ｈ

運

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

営

　
∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 農政課

款 項 目 担当係 農産係

6



業費　① 0 0 316 0 合計 315,920 円
委託料 315,920 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 316 0

職員人件費　② 0 0 230 0

総事業費（①＋②） 0 0 546 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 農業
施策体系

施策の

和

内容 持続可能な農業経

５

営の推進

目
　
　
　
的

　

年

給水・止水や、水位デ

度

ータの管理をスマー

主

評

た
る
内
容

　水管理シス

価

テムを導入した実証実

）

験を市内
トフォンで行

刈

うことができる水管理

谷

システム 農業者に委託

市

し、実験結果を周知す

事

る。
の実証実験を行い

務

、市内農家のスマート

事

農業
への関心を高め、

業

ＡＩやＩｏＴ等の先進

評

技術
を活用した機器の

価

導入を促進する。

位
置

シ

づ
け

関連計画

根拠法令

ー

対象者 農業者 事業期間

ト

令和５年度 ～ 令和５年

（

度

実施方法 □直営　■

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

業

績

３年度実績 ４年度実

環

績 ５年度実績 ６年度計

境

画

　 　 水位センサーと

部

スマートフォ 　
　 　 ン

一

で遠隔操作可能な給水

般

バル 　
　 　 ブを市内の

会

水稲作付農地に設 　
　

計

　 置して、作業時間等

ス

を未設置 　
　　　――

マ

――――― 　　　――

ー

――――― の農地と比

ト

較した。現地説明 　　

農

　―――――――
会と

業

農業者向け報告会を開

導

催
した。

　実証実験に

入

おける費用対効果等を

支

農業関係者に報告し、

援

スマート農業への関心

事

を高めることができた

業

。

成果

課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

３

当

年度 ４年度 ５年度 ６年

課

度 ８年度

活動 報告会等

農

の開催数（回） ― ― 2

政

― ―
指標
活動
指標

他市

課

との
比較検証

款 項 目 担当係 農産

Ｃ
　
事

係

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

6

：千円
３年度 ４年度 ５

1

年度 ６年度 ５年度

（決

3

算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　農業者の高齢化や

令

担い手が減少している

和

中、農作業の効
・法的

６

業務
高い

率化・省力化

年

のため、スマート農業

度

の必要性は高い。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要
・市民生活上必要

和

である　など

　実証実

５

験における費用対効果

年

等を農業関係者に報告

度

する
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

ことで

価

、スマート農業への関

）

心を高めることができ

刈

、費用
効率性 ・執行体

谷

制の効率性 対効果があ

市

る。
・手段の最適性　

事

など

　農業者の高齢化

務

や担い手が減少してい

事

る本市の農業振興
・市

業

が主体となって実施す

評

る
普通

に必要な事業で

価

ある。
妥当性 　べき事

シ

業であるか
・総合計画

ー

との整合性　など

　農

ト

業関係者のスマート農

（

業への関心を高められ

様

、本市の

施策への ・施

式

策への貢献度
普通

農業

２

振興に繋がる効果があ

）

る。
・目標達成度

貢献

会

度 ・市民サービスへの

計

効果　など

今後の方向

名

性 □拡充　□現状維持

担

　□改善・効率化　□

当

縮小　□終期設定　□

部

休止・廃止

　令和6年

産

2月20日までで終了

業

。

環境部

Ｃ
 
　
Ｈ

一

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

般

　
∧
　
評
　
価
　
∨

会計
スマート農業導入支援事業

担当課 農政課

款 項 目 担当係 農産係

6 1 3



数（件） 0 1 0 20 ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 902 3,967 1,109 2,600 合計 1,109,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,109,000 円

一般財源 902 3,967 1,109 2,600

職員人件費　② 1,173 1,167 1,189 1,202

総事業費（①＋②） 2,075 5,134 2,298 3,802

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 農業
施策体系

施策の

和

内容 持続可能な農業経

５

営の推進

目
　
　
　
的

　

年

認定農業者等の経営改

度

善やステップアップ

主

評

た
る
内
容

〇農業用施設

価

整備や農業用機械の導

）

入補助　
への支援を行

刈

い、地域の中心となる

谷

担い手の 〇盗難対策に

市

係る費用の補助
育成を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画 農業経営基盤の強化

事

の促進に関する基本構

業

想

根拠法令 刈谷市農業

評

振興事業補助金交付要

価

綱

対象者 認定農業者 事

シ

業期間 令和４年度 ～ 令

ー

和６年度

実施方法 ■直

ト

営　□委託　□指定管

（

理　■補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

３年度実績 ４

産

年度実績 ５年度実績 ６

業

年度計画

・申請件数　

環

          

境

　5件・申請件数　 

部

        　1

一

6件・申請件数　  

般

       　 6

会

件・申請件数　   

計

      　28件

農

　　機械・施設整備　

業

　　5件　　機械・施

用

設整備　　 15件　

機

　機械・施設整備　　

械

　6件　　機械・施設

等

整備　　　8件
・交付

導

金額    　  　

入

902千円　　盗難対

支

策　　　　　  1件

援

・交付金額    　

事

　1,109千円　　

業

盗難対策　　　   

担

　20件
・交付金額 

当

   　　3,967

課

千円 ・交付金額   

農

 　　2,600千円

政

　新たな機械等の導入

課

費用を助成することで

款

、認定農業者及び認定

項

新規就農者を育成する

目

ことができた。

成果

　

担

農業者の育成のため、

当

スマート農業機器の導

係

入を推進する必要があ

農

る。

課題

指標名称（単

産

位）
実績値 目標値

３年

係

度 ４年度 ５年度 ６年度

6

８年度

成果 機械・施設

1

整備事業申請件数（件

3

） 5 15 6 8 ―
指標
成果 盗難対策事業申請件



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　農業経営において

令

農業用の施設設備や機

和

械導入に係るコ
・法的

６

業務
普通

ストは大きな

年

負担となるが、本事業

度

により認定農業者等の

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 機械導入が進

和

んできているため、必

５

要性は低くなってきて

年

・市民生活上必要であ

度

る　など いる。

　購入

評

額により事業費が決ま

価

るため、コストの削減

）

や効率
・コストの節減

刈

、費用対効果
普通

化、

谷

最適化はできない。
効

市

率性 ・執行体制の効率

事

性
・手段の最適性　な

務

ど

　農業経営基盤の強

事

化の促進に関する基本

業

構想を市が定め
・市が

評

主体となって実施する

価

普通
ており、その実現

シ

には、市が積極的に認

ー

定農業者及び認定
妥当

ト

性 　べき事業であるか

（

新規就農者を育成する

様

ことが必要である。
・

式

総合計画との整合性　

２

など

　認定農業者等を

）

育成するための支援を

会

通じて、地域農業

施策

計

への ・施策への貢献度

名

普通
の活性化に繋がる

担

効果がある。
・目標達

当

成度
貢献度 ・市民サー

部

ビスへの効果　など

今

産

後の方向性 □拡充　□

業

現状維持　□改善・効

環

率化　□縮小　□終期

境

設定　■休止・廃止

　

部

現状の補助事業が開始

一

されて10年が経過し

般

、認定農業者等の機械

会

導入が進んできたこと

計

から、本事業による機

農

械等
導入補助は令和6

業

年度までとする。なお

用

、令和6年度からスマ

機

ート農業総合推進事業

械

において、スマート農

等

業機器の導
入補助を開

導

始している。

入支援事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

業

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

担

価
　
∨

当課 農政課

款 項 目 担当係 農産係

6 1 3



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,131 0 合計 2,130,676 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 758 0 交付金 2,130,676 円

一般財源 0 0 1,373 0

職員人件費　② 0 1,129 1,151 0

総事業費（①＋②） 0 1,129 3,282 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 農業
施策体系

施策の

和

内容 持続可能な農業経

５

営の推進

目
　
　
　
的

　

年

化学肥料の低減に向け

度

て取り組む農業者に

主

評

た
る
内
容

　肥料価格増

価

加分のうち、国（70

）

％）・県（1
対し、肥

刈

料価格の上昇分の一部

谷

を支援し、肥 5％）の

市

支援金を除いた残りの

事

1/2（7.5％）を

務

料価格の高騰による農

事

業経営への影響緩和を

業

補助する。
図る。 ○対

評

象者
　令和4年6月か

価

ら令和5年3月までに

シ

購入した
　肥料につい

ー

て国・県の肥料価格高

ト

騰対策事
　業による支

（

援金の交付を受けた農

様

業者

位
置
づ
け

関連計画

式

根拠法令 刈谷市肥料価

１

格高騰対策支援事業補

）

助金交付要綱

対象者 農

会

業者 事業期間 令和４年

計

度 ～ 令和５年度

実施方

名

法 ■直営　□委託　□

担

指定管理　■補助・助

当

成　□その他

部 産業環境部

一般

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

３年度

計

実績 ４年度実績 ５年度

肥

実績 ６年度計画

　 　 ・

料

補助金支給額（春肥）

価

　
　 　 　　1,372

格

,343円 　
　 　 （Ｒ

高

4繰越分） 　
　 　 ・補

騰

助金支給額（秋肥） 　

対

　　　―――――――

策

　　　―――――――

支

　　758,333円

援

　　　―――――――

事

　農家の負担を軽減す

業

るとともに、化学肥料

担

の使用量低減を進める

当

ことができた。

成果

　

課

今後の肥料価格の動向

農

、国の施策について注

政

視していく必要がある

課

。

課題

指標名称（単位

款

）
実績値 目標値

３年度

項

４年度 ５年度 ６年度 ８

目

年度

活動 秋肥の補助人

担

数（人） ― ― 103 ―

当

―
指標
活動 春肥の補助

係

人数（人） ― ― 219

農

― ―
指標

　豊田市、安

産

城市、碧南市、知立市

係

において同様の補助事

6

業を実施。
他市との
比

1

較検証

3



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内農業者の営農

令

継続支援のために必要

和

性は高い。
・法的業務

６

高い必要性 ・市民ニー

年

ズ、社会需要
・市民生

度

活上必要である　など

（

　国、県と連携して対

令

象者情報を共有するこ

和

とにより、対
・コスト

５

の節減、費用対効果
高

年

い
象者の申請に係る事

度

務負担を軽減すること

評

ができた。
効率性 ・執

価

行体制の効率性
・手段

）

の最適性　など

　肥料

刈

価格が急激に高騰した

谷

情勢における財政支援

市

策とし
・市が主体とな

事

って実施する
普通

て、

務

国と県の支援に加えて

事

、市も実施すべき事業

業

である。
妥当性 　べき

評

事業であるか
・総合計

価

画との整合性　など

　

シ

市内農業者の経営基盤

ー

安定が、将来的に地域

ト

農業の担い

施策への ・

（

施策への貢献度
高い

手

様

の確保に繋がる。
・目

式

標達成度
貢献度 ・市民

２

サービスへの効果　な

）

ど

今後の方向性 □拡充

会

　□現状維持　□改善

計

・効率化　□縮小　□

名

終期設定　□休止・廃

担

止

　令和6年3月31

当

日までで終了。肥料価

部

格がさらに高騰し、国

産

や県の支援が継続され

業

るのであれば、それに

環

伴って本事
業により支

境

援する必要がある。

部

一般会

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

計

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

肥

　
評
　
価
　
∨

料価格高騰対策支援事業
担当課 農政課

款 項 目 担当係 農産係

6 1 3



コンテストの応募件数（件） 535 822 1,043 1,300 1,350
指標

　安城市では、安城市内で「食育」の推進活動を行っている団体を「安城市食育推進団体」として登録し、
他市との 報奨金の交付等により、その活動を支援している。また、登録団体などが集まる交流会を開催し、食育推進
比較検証 団体などの交流の場・機会を設けている。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 230 418 289 672 合計 289,392 円
報償費 7,300 円

財
　
源

特定財源 0 6 7 48 需用費 247,922 円
役務費 3,570 円

一般財源 230 412 282 624 使用料及び賃借料 30,600 円

職員人件費　② 1,514 1,506 1,535 1,706

総事業費（①＋②） 1,744 1,924 1,824 2,378

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 講座受講料

７年度以降

Ｄ

の事業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業環

（

境

基本施策 農業
施策体

令

系
施策の内容 農業に親

和

しむライフスタイルや

５

食育の推進

目
　
　
　
的

年

　健康・栄養について

度

認識し、食べることの

評

主
た
る
内
容

○親子料理

価

教室の開催
意味の理解

）

を深めるとともに、食

刈

への感謝の ○親子料理

谷

コンテストの開催
心や

市

食文化の伝承、環境へ

事

の関心を高める。 ○地

務

産地消の推進

位
置
づ
け

事

関連計画 刈谷市食育推

業

進計画

根拠法令 食育基

評

本法

対象者 市民全般 事

価

業期間 平成２３年度 ～

シ

実施方法 ■直営　□委

ー

託　□指定管理　□補

ト

助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

３年度実績 ４年度実績

部

５年度実績 ６年度計画

産

・親子料理教室　　　

業

 中止 ・親子料理教室

環

　　　　2回 ・親子料

境

理教室　　　　2回 ・

部

親子料理教室の開催
・

一

親子料理コンテスト　

般

1回 ・親子料理コンテ

会

スト　1回 ・親子料理

計

コンテスト　1回 ・親

食

子料理コンテストの開

育

催
・親子料理動画の撮

推

影 ・親子料理動画の配

進

信 ・学校給食における

事

地産地消 ・学校給食に

業

おける地産地消
・学校

担

給食における地産地消

当

・学校給食における地

課

産地消 　の打合せ　　

農

　　　　1回 　の打合

政

せ
　の打合せ　　　　

課

　　1回 　の打合せ　

款

　　　　　1回 ・味覚

項

の授業の開催

　親子料

目

理教室等の開催により

担

、地元産の食材や季節

当

の行事食への関心を高

係

めることができた。

成

農

果

　事業の開催に際し

産

ては、大学、市民団体

係

、生産者、市教育部（

6

給食センター等）、学

1

校、市子ども課などと

3

、さらに連

携を深めていく必要がある。
課題

　

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 親子料理教室等の開催回数（回） 1 3 3 3 3
指標
活動 親子料理



Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　すべての市民が食育を通じ豊か

令

な人間性を育み、いき

和

い
・法的業務

高い
きと

６

暮らすことができるよ

年

うにするために必要が

度

ある。
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要
・市民

令

生活上必要である　な

和

ど

　地元（愛知教育大

５

学）で生まれたキャラ

年

クターを活用し
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

高い
事業を行なってい

価

る。食育推進ボランテ

）

ィア団体と協働し
効率

刈

性 ・執行体制の効率性

谷

て事業を行っている。

市

実際の農作物生産者の

事

参画も得てい
・手段の

務

最適性　など る。学校

事

など関係機関の協力も

業

得て事業を行っている

評

。

　食育基本法に基づ

価

き策定された刈谷市食

シ

育推進計画及び
・市が

ー

主体となって実施する

ト

普通
第8次刈谷市総合

（

計画に基づき、市が主

様

体となって実施する
妥

式

当性 　べき事業である

２

か 必要がある。
・総合

）

計画との整合性　など

会

　親子で料理をする機

計

会を提供し、親子のコ

名

ミュニケーシ

施策への

担

・施策への貢献度
普通

当

ョンの活性化を図りな

部

がら、食に関する啓発

産

や地産地消の
・目標達

業

成度 推進を図り、食育

環

を進めている。
貢献度

境

・市民サービスへの効

部

果　など

今後の方向性

一

■拡充　□現状維持　

般

□改善・効率化　□縮

会

小　□終期設定　□休

計

止・廃止

　食育を推進

食

することは、丈夫な体

育

や豊かな心を個人にも

推

たらすだけではなく、

進

地域の振興、社会全体

事

の豊かさの実
現にもつ

業

ながる大切な施策であ

担

り、行政が積極的に取

当

り組んでいくべき施策

課

であるので、今後も継

農

続して、現在の取
り組

政

みを実施していく。
　

課

取り組みの拡大を図る

款

方策として、他市の取

項

り組み事例も参考に、

目

民間の活力を活用した

担

新たな方式の導入など

当

も
検討していく必要が

係

ある。令和6年度から

農

「味覚の授業」を小学

産

校で実施予定。
　家庭

係

や地域、学校や園、生

6

産者・販売者、市民団

1

体、企業、行政などの

3

地域全体のつながりを深めてみんなで食育
をすすめていくためには、交流の場を設けるなど、関係機関が情報の共有と横の連携を図れる仕組みづくりを行って
いく必要がある。



、肉牛（肥育牛
）2,000円/頭）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 8,202 0 合計 8,202,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 8,202,000 円

一般財源 0 0 8,202 0

職員人件費　② 0 0 23 0

総事業費（①＋②） 0 0 8,225 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 農業
施策体系

施策の

和

内容 持続可能な農業経

５

営の推進

目
　
　
　
的

　

年

飼料価格高騰の影響を

度

受けている畜産農家

主

評

た
る
内
容

　飼料価格高

価

騰に直面している畜産

）

農家の農
を支援し、農

刈

業経営の負担軽減を図

谷

る。 業経営における負

市

担軽減を図るため、飼

事

料購
入費の補助を行う

務

。
○対象者
　市内の農

事

場で畜産経営を行う個

業

人又は法人
　で配合飼

評

料価格安定制度に加入

価

している畜
　産農家
○

シ

補助額
　・配合飼料　

ー

1ｔ当たり3,000

ト

円
　・粗飼料　　1頭

（

当たり20,000円

様

位
置
づ
け

関連計画

根拠

式

法令 刈谷市飼料価格高

１

騰対策補助金交付要綱

）

対象者 畜産農家 事業期

会

間 令和５年度 ～ 令和５

計

年度

実施方法 ■直営　

名

□委託　□指定管理　

担

■補助・助成　□その

当

他

部 産業環境部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

３年度実績 ４年度

計

実績 ５年度実績 ６年度

飼

計画

　 　 ・補助金支給

料

額 　
　 　 　　8,20

価

2,000円 　
　 　 　

格

　 　 　
　　　――――

高

――― 　　　――――

騰

――― 　　　――――

対

―――

　飼料価格の上

策

昇による畜産経営への

支

影響を緩和することが

援

できた。

成果

　今後の

事

飼料価格の動向、畜産

業

経営への影響を注視す

担

る必要がある。

課題

指

当

標名称（単位）
実績値

課

目標値

３年度 ４年度 ５

農

年度 ６年度 ８年度

活動

政

配合飼料の補助（ｔ）

課

― ― 714 ― ―
指標
活

款

動 粗飼料の補助（頭）

項

― ― 303 ― ―
指標

各

目

市の実施状況
他市との

担

・豊田市　配合飼料（

当

3,000円/t）、

係

粗飼料（乳牛9,00

農

0円/頭、肉牛2,0

産

00円/頭）
比較検証

係

・安城市　配合飼料（

6

1,000円/t）、

1

粗飼料（乳牛11,0

4

00円/頭、肉牛（繁殖牛）5000円/頭



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　飼料価格の高騰に

令

よる畜産農家への影響

和

は大きいため、
・法的

６

業務
高い

支援の必要性

年

は高い。
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要
・市

（

民生活上必要である　

令

など

　畜産経営の安定

和

が図られるため、費用

５

対効果がある。
・コス

年

トの節減、費用対効果

度

普通効率性 ・執行体制

評

の効率性
・手段の最適

価

性　など

　飼料価格の

）

高騰が続く情勢におけ

刈

る財政支援策として、

谷

・市が主体となって実

市

施する
普通

国と県に加

事

えて、市も実施すべき

務

事業である。
妥当性 　

事

べき事業であるか
・総

業

合計画との整合性　な

評

ど

　畜産農家の経営安

価

定に資する補助により

シ

、耕畜連携など

施策へ

ー

の ・施策への貢献度
高

ト

い
地域農業の維持発展

（

に繋がる効果がある。

様

・目標達成度
貢献度 ・

式

市民サービスへの効果

２

　など

今後の方向性 □

）

拡充　□現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

名

・廃止

　令和6年3月

担

31日までで終了。飼

当

料価格がさらに高騰す

部

ることがあれば、本事

産

業による支援を検討す

業

る必要がある。

環境部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

般

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

会

　
価
　
∨

計
飼料価格高騰対策支援事業

担当課 農政課

款 項 目 担当係 農産係

6 1 4



土地改

Ｃ
　
事
　

良

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

指

千円
３年度 ４年度 ５年

導

度 ６年度 ５年度

（決算

係

） （決算） （決算） （

6

予算） 事業費内訳

事業

1

費　① 2,862 4,

5

088 4,542 2,272 合計 4,542,496 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,542,496 円

一般財源 2,862 4,088 4,542 2,272

職員人件費　② 984 979 537 543

総事業費（①＋②） 3,846 5,067 5,079 2,815

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 都市基盤

基本

和

施策 治水・水辺環境
施

５

策体系
施策の内容 水辺

年

空間の利用

目
　
　
　
的

度

　農業用水再編対策事

評

業として改修した用水

価

主
た
る
内
容

　中井筋地

）

区の農業用水再編対策

刈

事業として
路の環境保

谷

全及び親水機能を備え

市

た施設に改 改修した用

事

水路の環境整備（遊歩

務

道整備）を
修すること

事

により、良好な農村空

業

間の形成と 行う。
質的

評

向上を図る。 〇整備延

価

長　12.3㎞
〇事業

シ

費負担割合　
  国：

ー

50％、県：25％、

ト

市：25％
〇関係市
　

（

刈谷市、碧南市、安城

様

市、高浜市

位
置
づ
け

関

式

連計画  

根拠法令 土地

１

改良法、刈谷市農業土

）

木事業補助金交付要綱

会

対象者 対象者を限定せ

計

ず 事業期間 平成１９年

名

度 ～ 令和７年度

実施方

担

法 □直営　□委託　□

当

指定管理　□補助・助

部

成　■その他

産業環境部

一般会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

３年度

県

実績 ４年度実績 ５年度

営

実績 ６年度計画

・事業

地

負担金 ・事業負担金 ・

域

事業負担金 ・事業負担

用

金
　　遊歩道整備　4

水

15ｍ 　　遊歩道整備

環

　690ｍ 　　遊歩道

境

整備　340ｍ 　　遊

整

歩道整備　270ｍ

　

備

用水路の上部を活用し

事

遊歩道整備を行うこと

業

で、農村環境の質的向

（

上を図ることができた

中

。

成果

課題

指標名称（

井

単位）
実績値 目標値

３

筋

年度 ４年度 ５年度 ６年

地

度 ８年度

活動 事業進捗

区

率（％） 84.0 88

）

.0 93.1 95.7

担

100
指標

指標
・事業

当

費負担割合
他市との 　

課

刈谷市：18.17％

農

、碧南市：2.22％

政

、安城市：70.27

課

％、高浜市：9.34

款

％
比較検証

項 目 担当係



地改良指導係

6 1 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　管路化された用

和

水路の上部を有効活用

６

（遊歩道整備）す
・法

年

的業務
普通

るために必

度

要な事業である。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要
・市民生活上必要

和

である　など

　管路化

５

された用水路の上部を

年

整備することで、農村

度

地域
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

の水辺

価

空間の質の向上が図ら

）

れる。
効率性 ・執行体

刈

制の効率性
・手段の最

谷

適性　など

　明治用水

市

の上部利用を図ること

事

は、農業水利施設の維

務

持
・市が主体となって

事

実施する
普通

管理体制

業

の構築につながり、市

評

が関与する必要がある

価

。
妥当性 　べき事業で

シ

あるか
・総合計画との

ー

整合性　など

　農村環

ト

境と調和した水辺空間

（

を利用した憩いの場づ

様

くり

施策への ・施策へ

式

の貢献度
普通

に貢献し

２

ている。
・目標達成度

）

貢献度 ・市民サービス

会

への効果　など

今後の

計

方向性 □拡充　■現状

名

維持　□改善・効率化

担

　□縮小　□終期設定

当

　□休止・廃止

　今後

部

も県営事業において、

産

他市にまたがって流れ

業

る明治用水の管路化さ

環

れた上部の遊歩道整備

境

を推進し、農村地域
の

部

水辺空間に憩いの場を

一

創出していく。

般会計
県

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

営

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

地

　
価
　
∨

域用水環境整備事業（中井筋地区）
担当課 農政課

款 項 目 担当係 土



地

６年度 ５年度

（決算）

改

（決算） （決算） （予

良

算） 事業費内訳

事業費

工

　① 11,000 2,

務

640 6,600 2,

係

200 合計 6,600,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 6,600,000 円

一般財源 11,000 2,640 6,600 2,200

職員人件費　② 984 979 1,228 1,241

総事業費（①＋②） 11,984 3,619 7,828 3,441

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

産業環境

基本施策 農業

和

施策体系
施策の内容 生

５

産基盤の強化と保全

目

年

　
　
　
的

　大規模地震

度

に備え、農業用ため池

評

の堤防を

主
た
る
内
容

○

価

花池堤防補強工事　延

）

長217ｍ
補強するこ

刈

とで、ため池の決壊等

谷

による被害 〇事業費負

市

担割合　
を未然に防止

事

する。 　国：55％、

務

県：34％、市：11

事

％

位
置
づ
け

関連計画 刈

業

谷市地域防災計画

根拠

評

法令 土地改良法、刈谷

価

市農業土木事業補助金

シ

交付要綱

対象者 市民 事

ー

業期間 平成２６年度 ～

ト

令和７年度

実施方法 □

（

直営　□委託　□指定

様

管理　□補助・助成　

式

■その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

産

業
　
実
　
績

３年度実績

業

４年度実績 ５年度実績

環

６年度計画

・事業負担

境

金 ・事業負担金 ・事業

部

負担金 ・事業負担金
　

一

岩ヶ池 　岩ヶ池 　花池

般

　花池
    堤体地

会

盤改良（下流側）   

計

  通路及びフェンス

県

復旧 　　仮設道路の築

営

造 　　仮設道路の築造

防

　  堤体護岸工 　 

災

 仮設道路の撤去 　　

ダ

地震対策工
　  仮設

ム

道路の撤去 　花池
  

事

  実施設計

　花池を

業

管理する地元組織と綿

担

密に協議調整し、計画

当

通り仮設道路を築造す

課

ることができた。

成果

農

課題

指標名称（単位）

政

実績値 目標値

３年度 ４

課

年度 ５年度 ６年度 ８年

款

度

活動 花池の事業進捗

項

率（％） ― 13.2 6

目

9.1 79.2 100

担

指標

指標
　近隣市にお

当

いても同様な事業を実

係

施している。
他市との

土

比較検証

地改良指導係

6 1

Ｃ
　
事
　
業

5

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

土

円
３年度 ４年度 ５年度



改良工務係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　た

令

め池の耐震対策として

和

補強を行うことで、堤

６

防決壊に
・法的業務

高

年

い
よる被害の軽減を図

度

り、市民生活の安全性

（

を高めるために
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要 必要な事業である。

５

・市民生活上必要であ

年

る　など

　県営事業に

度

おいて実施することで

評

、市の負担が軽減でき

価

・コストの節減、費用

）

対効果
高い

るため、事

刈

業進捗や経済性が高く

谷

効率的な事業である。

市

効率性 ・執行体制の効

事

率性
・手段の最適性　

務

など

　地元農業者及び

事

土地所有者との合意形

業

成が必須であるた
・市

評

が主体となって実施す

価

る
普通

め、県と市が一

シ

体となって実施すべき

ー

事業である。
妥当性 　

ト

べき事業であるか
・総

（

合計画との整合性　な

様

ど

　ため池の耐震化を

式

図ることで、災害に強

２

いまちづくりを

施策へ

）

の ・施策への貢献度
高

会

い
推進することができ

計

る。
・目標達成度

貢献

名

度 ・市民サービスへの

担

効果　など

今後の方向

当

性 □拡充　■現状維持

部

　□改善・効率化　□

産

縮小　□終期設定　□

業

休止・廃止

　令和７年

環

度工事完了に向けて、

境

引き続き事業主体であ

部

る県及び関係機関との

一

調整を進めていく。

般会計
県

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

営

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

防

　
評
　
価
　
∨

災ダム事業
担当課 農政課

款 項 目 担当係 土地改良指導係

6 1 5 土地



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,461 459 1,026 0 合計 1,026,449 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,026,449 円

一般財源 9,461 459 1,026 0

職員人件費　② 833 828 1,458 0

総事業費（①＋②） 10,294 1,287 2,484 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

県営農業用水再編対策事業（中井筋・中井

筋依佐美地区）

令和６年度

Ｐ
　
　
Ｌ
　

（

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

令

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

和

　
要

総合計画
分野 産業

５

環境

基本施策 農業
施策

年

体系
施策の内容 生産基

度

盤の強化と保全

目
　
　

評

　
的

　管路化された明

価

治用水中井筋地区の用

）

悪水

主
た
る
内
容

　かん

刈

がい排水能力を向上さ

谷

せる改修工事を
路を幹

市

線排水路として改良す

事

ることにより、 行う。

務

排水能力の向上を図る

事

。 ○整備延長　9.0

業

km
〇事業費負担割合

評

　国：50％、県：2

価

9％、市：21％
〇関

シ

係市
　刈谷市、安城市

ー

、高浜市

位
置
づ
け

関連

ト

計画  

根拠法令 土地改

（

良法、刈谷市農業土木

様

事業補助金交付要綱

対

式

象者 農業従事者 事業期

１

間 平成１２年度 ～ 令和

）

５年度

実施方法 □直営

会

　□委託　□指定管理

計

　□補助・助成　■そ

名

の他

担当部 産業環境部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

３年度実績 ４年

般

度実績 ５年度実績 ６年

会

度計画

・事業負担金 ・

計

事業負担金 ・事業負担

担

金 　
  　排水路整備

当

　一式   　排水路整

課

備　一式   　排水路

農

整備　一式 　
　
　
　　

政

　―――――――

　既

課

設用悪水路を幹線排水

款

路として更新したこと

項

で、排水能力を向上さ

目

せることができた。

成

担

果

　施設整備後の管理

当

者について、引き続き

係

県や明治用水と協議を

土

行う必要がある。

課題

地

指標名称（単位）
実績

改

値 目標値

３年度 ４年度

良

５年度 ６年度 ８年度

活

指

動 事業進捗率（％） 9

導

9.7 99.8 100

係

.0 ― ―
指標

 
指標

・

6

事業費負担割合
他市と

1

の 　刈谷市：37.6

5

％、安城市：38.9

土

％、高浜市：23.5

地

％
比較検証

改良工務係



業用水再編対策事業（中井筋・中井

筋依佐美地区）

Ｄ
　
内
　
部
　

令

評
　
価

各視点からの評

和

価 評価の理由

　明治用

６

水中井筋地区の浸水被

年

害を軽減するため、必

度

要な
・法的業務

高い
事

（

業である。
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要
・

和

市民生活上必要である

５

　など

　明治用水の管

年

路化完了により、既設

度

用悪水路敷地を活用
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
普通

して幹線排水

）

路に改良している。
効

刈

率性 ・執行体制の効率

谷

性
・手段の最適性　な

市

ど

　明治用水中井筋地

事

区上流部の都市化の進

務

展により、浸水
・市が

事

主体となって実施する

業

普通
被害を軽減するこ

評

とは重要であり市が関

価

与する必要がある｡
妥

シ

当性 　べき事業である

ー

か
・総合計画との整合

ト

性　など

　排水能力の

（

向上を図るとともに、

様

水辺空間を利用した自

式

施策への ・施策への貢

２

献度
普通

然とのふれあ

）

い場づくりに貢献して

会

いる。
・目標達成度

貢

計

献度 ・市民サービスへ

名

の効果　など

今後の方

担

向性 □拡充　□現状維

当

持　□改善・効率化　

部

□縮小　□終期設定　

産

■休止・廃止

　令和５

業

年度事業完了（令和６

環

年１月３１日完工式）

境部

一般

Ｃ
 
　
Ｈ
 

会

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

計

∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 農政課

款 項 目 担当係 土地改良指導係

6 1 5 土地改良工務係

県営農



改

進捗率（％） 5.2 9

良

.6 17.3 23.0

指

45.7
指標

指標
・事

導

業費負担割合
他市との

係

　刈谷市：44.11

6

％、豊田市：0.34

1

％、安城市：14.9

5

5％、知立市：40.6％
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,446 16,982 26,813 19,850 合計 26,812,660 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 26,812,660 円

一般財源 4,446 16,982 26,813 19,850

職員人件費　② 833 828 230 233

総事業費（①＋②） 5,279 17,810 27,043 20,083

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 産業環境

基本施策

和

農業
施策体系

施策の内

５

容 生産基盤の強化と保

年

全

目
　
　
　
的

　明治用

度

水西井筋地区の県営級

評

支線の耐震調

主
た
る
内

価

容

　県営級支線の老朽

）

化及び耐震化対策を行

刈

う｡
査の結果、耐震不

谷

足や老朽化している管

市

路の 〇整備延長　老朽

事

化対策　2.4㎞
対策

務

工事を実施し、漏水等

事

による二次被害の 　　

業

　　　　耐震化対策　

評

3.1㎞
防止及び地域

価

農業の経営安定化を図

シ

る。 〇事業費負担割合

ー

　老朽化対策　国：5

ト

0％、県：29％、
　

（

　　　　　　市：10

様

％、明治用水：11％

式

　耐震化対策　国：5

１

0％、県：32％、
　

）

　　　　　　市：18

会

％
〇関係市
　刈谷市、

計

豊田市、安城市、知立

名

市

位
置
づ
け

関連計画

根

担

拠法令 土地改良法、刈

当

谷市農業土木事業補助

部

金交付要綱

対象者 農業

産

従事者、市民 事業期間

業

令和元年度 ～ 令和１０

環

年度

実施方法 □直営　

境

□委託　□指定管理　

部

□補助・助成　■その

一

他

般会計
県営かんが

Ｂ
　
事
　
業
　
実

い

　
績

３年度実績 ４年度

排

実績 ５年度実績 ６年度

水

計画

・事業負担金 ・事

事

業負担金 ・事業負担金

業

・事業負担金
    

（

測量及び実施設計   

西

  測量及び実施設計

井

    測量及び実施

筋

設計     測量及び

地

実施設計
    耐震

区

対策工事     耐震

）

対策工事     耐震

担

対策工事     耐震

当

対策工事

　用水管の耐

課

震対策工事を実施した

農

ことで、漏水等による

政

二次被害の防止や安心

課

できる農業基盤の確保

款

を図った。

成果

　各市

項

の開発等に伴い受益面

目

積が減少しているため

担

、今後計画変更の可能

当

性がある。

課題

指標名

係

称（単位）
実績値 目標

土

値

３年度 ４年度 ５年度

地

６年度 ８年度

活動 事業



良指導係

6 1 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　明治用水西井筋地区

和

の老朽化及び耐震化を

６

図るためには
・法的業

年

務
普通

必要な事業であ

度

る。
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要
・市民生

令

活上必要である　など

和

　県営事業により実施

５

し、関係市が受益に応

年

じて必要な経
・コスト

度

の節減、費用対効果
普

評

通
費を負担することで

価

、効率的かつ効果的に

）

事業を推進でき
効率性

刈

・執行体制の効率性 る

谷

。
・手段の最適性　な

市

ど

　明治用水西井筋地

事

区の老朽化及び耐震化

務

対策を講ずるこ
・市が

事

主体となって実施する

業

普通
とは重要であるた

評

め、市の関与は必須で

価

ある。
妥当性 　べき事

シ

業であるか
・総合計画

ー

との整合性　など

　老

ト

朽化及び耐震化対策の

（

実施により、安心安全

様

な農業基

施策への ・施

式

策への貢献度
普通

盤の

２

維持及び市民の生活環

）

境の保全を図ることが

会

できる。
・目標達成度

計

貢献度 ・市民サービス

名

への効果　など

今後の

担

方向性 □拡充　■現状

当

維持　□改善・効率化

部

　□縮小　□終期設定

産

　□休止・廃止

　受益

業

面積の減少について、

環

引き続き関連する受益

境

市や県と調整を進めて

部

いく。

一般会

Ｃ
 

計

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

県

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

営かんがい排水事業（西井筋地区）
担当課 農政課

款 項 目 担当係 土地改



土

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

地

３年度 ４年度 ５年度 ６

改

年度 ５年度

（決算） （

良

決算） （決算） （予算

指

） 事業費内訳

事業費　

導

① 5,000 5,00

係

0 6,078 6,00

6

0 合計 6,077,5

1

00 円
負担金、補助

5

及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 6,077,500 円

一般財源 5,000 5,000 6,078 6,000

職員人件費　② 227 226 230 233

総事業費（①＋②） 5,227 5,226 6,308 6,233

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 産業環境

基本

和

施策 農業
施策体系

施策

５

の内容 生産基盤の強化

年

と保全

目
　
　
　
的

　明

度

治用水土地改良区が施

評

行する土地改良事

主
た

価

る
内
容

　農業用水管の

）

改修（入替）
業費の一

刈

部を補助し、地元負担

谷

の軽減を図る｡ ○県費

市

補助土地改良事業（か

事

んがい排水）
○整備延

務

長　本田用水　440

事

ｍ
○事業費負担割合
　

業

県：60％、市：25

評

％、明治用水：15％

価

位
置
づ
け

関連計画

根拠

シ

法令 刈谷市農業土木事

ー

業補助金交付要綱

対象

ト

者 農業従事者 事業期間

（

令和２年度 ～ 令和１０

様

年度

実施方法 □直営　

式

□委託　□指定管理　

１

■補助・助成　□その

）

他

会計名 担当部 産業

Ｂ
　
事
　
業
　
実

環

　
績

３年度実績 ４年度

境

実績 ５年度実績 ６年度

部

計画

・事業補助金 ・事

一

業補助金 ・事業補助金

般

・事業補助金
　　本田

会

用水 　　本田用水 　　

計

本田用水 　　子竿用水

農

　　　かんがい排水工

業

　110ｍ　　　かん

土

がい排水工　110ｍ

木

　　　かんがい排水工

補

　110ｍ　　　かん

助

がい排水工　110ｍ

事

　本田用水について、

業

路線全体を通して優先

（

順位を整理した上で、

明

農業用水管の改修工事

治

を実施し、当該路線の

用

事業を完

成果
了するこ

水

とができた。

課題

指標

土

名称（単位）
実績値 目

地

標値

３年度 ４年度 ５年

改

度 ６年度 ８年度

活動 本

良

田用水事業進捗率（％

区

） 26.6 39.9 1

）

00.0 ― ―
指標
活動

担

子竿用水事業進捗率（

当

％） ― ― ― 20.0 6

課

0.0
指標

他市との
比

農

較検証

政課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　



地改良指導係

6 1 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　明治用水（子竿

和

用水）の老朽化対策を

６

図るためには必要
・法

年

的業務
普通

な事業であ

度

る。
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要
・市民生

令

活上必要である　など

和

　老朽管の布設替工事

５

を行うことで営農経費

年

節減を図る。
・コスト

度

の節減、費用対効果
普

評

通効率性 ・執行体制の

価

効率性
・手段の最適性

）

　など

　明治用水（子

刈

竿用水）の老朽化対策

谷

を講ずることは重要
・

市

市が主体となって実施

事

する
普通

であるため、

務

市の関与は必須である

事

。
妥当性 　べき事業で

業

あるか
・総合計画との

評

整合性　など

　農業水

価

利施設の機能維持及び

シ

長寿命化を図ることで

ー

、安

施策への ・施策へ

ト

の貢献度
普通

定した農

（

業生産性を確保するこ

様

とができる。
・目標達

式

成度
貢献度 ・市民サー

２

ビスへの効果　など

今

）

後の方向性 □拡充　■

会

現状維持　□改善・効

計

率化　□縮小　□終期

名

設定　□休止・廃止

　

担

老朽化している子竿用

当

水について、農業用水

部

の安定供給のため、引

産

き続き事業推進を図る

業

。

環境部

Ｃ
 
　
Ｈ

一

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

般

　
∧
　
評
　
価
　
∨

会計
農業土木補助事業（明治用水土地改良区）

担当課 農政課

款 項 目 担当係 土



改

0 10,028 6,3

良

43 11,047

職員

指

人件費　② 1,590

導

1,506 1,688

係

1,706

総事業費（

6

①＋②） 5,520 1

1

1,534 8,031

5

12,753

建
設
事
業

土

全体事業費（単位：千

地

円） 0 ５年度特定財源

改

名称

５年度までの累積

良

事業費 0

７年度以降の

工

事業費見込 0

務係

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ

度

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

（

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

令

概
　
要

総合計画
分野 産

和

業環境

基本施策 農業
施

５

策体系
施策の内容 生産

年

基盤の強化と保全

目
　

度

　
　
的

　刈谷土地改良

評

区が施行する土地改良

価

事業費

主
た
る
内
容

○刈

）

谷土地改良区への事業

刈

費補助金
の一部を補助

谷

し、地元負担の軽減を

市

図る。

位
置
づ
け

関連計

事

画  

根拠法令 刈谷市農

務

業土木事業補助金交付

事

要綱

対象者 農業従事者

業

事業期間 ～

実施方法 □

評

直営　□委託　□指定

価

管理　■補助・助成　

シ

□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

３年度実績

名

４年度実績 ５年度実績

担

６年度計画

・事業補助

当

金 ・事業補助金 ・事業

部

補助金 ・事業補助金
　

産

　用水管補修工事始め

業

  6件　　用水管補

環

修工事始め　9件　　

境

用水管補修工事始め　

部

6件

　用水管の補修工

一

事等の事業費を一部補

般

助し、安定的な農業経

会

営及び用水施設の機能

計

維持を促進することが

農

できた。

成果

　農業用

業

施設の老朽化に伴い、

土

用水施設の補修が増加

木

している。

課題

指標名

補

称（単位）
実績値 目標

助

値

３年度 ４年度 ５年度

事

６年度 ８年度

活動 補助

業

対象工事件数（件） 6

（

9 6 6 6
指標

指標

他市

刈

との
比較検証

谷土地改良区）
担

Ｃ
　
事

当

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

課

：千円
３年度 ４年度 ５

農

年度 ６年度 ５年度

（決

政

算） （決算） （決算）

課

（予算） 事業費内訳

事

款

業費　① 3,930 1

項

0,028 6,343

目

11,047 合計 6,

担

343,020 円
負

当

担金、補助及び

財
　
源

係

特定財源 0 0 0 0 交付

土

金 6,343,020

地

 円

一般財源 3,93



良指導係

6 1 5 土地改良工務係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの

令

評価 評価の理由

　農業

和

水利施設の機能維持及

６

び長寿命化を図るため

年

には必
・法的業務

高い

度

要な事業である。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要
・市民生活上必要

和

である　など

　担い手

５

の農作業の効率化につ

年

ながる。
・コストの節

度

減、費用対効果
普通効

評

率性 ・執行体制の効率

価

性
・手段の最適性　な

）

ど

　農業水利施設の維

刈

持管理を支援すること

谷

は重要であり、
・市が

市

主体となって実施する

事

普通
市の関与は必須で

務

ある。
妥当性 　べき事

事

業であるか
・総合計画

業

との整合性　など

　農

評

業用水管等を修繕する

価

ことで、安定した農業

シ

生産性を

施策への ・施

ー

策への貢献度
普通

確保

ト

することができる。
・

（

目標達成度
貢献度 ・市

様

民サービスへの効果　

式

など

今後の方向性 □拡

２

充　■現状維持　□改

）

善・効率化　□縮小　

会

□終期設定　□休止・

計

廃止

　引き続き事業促

名

進を図る。

担当部 産

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

業

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

環

　
∨

境部

一般会計
農業土木補助事業（刈谷土地改良区）

担当課 農政課

款 項 目 担当係 土地改



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 669 669 140 141 合計 140,200 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 140,200 円

一般財源 669 669 140 141

職員人件費　② 454 376 384 388

総事業費（①＋②） 1,123 1,045 524 529

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

国営造成施設管理体制整備促進事業（明治

用水地区）

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ

度

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

（

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

令

概
　
要

総合計画
分野 産

和

業環境

基本施策 農業
施

５

策体系
施策の内容 生産

年

基盤の強化と保全

目
　

度

　
　
的

　明治用水土地

評

改良区が管理する国営

価

造成施

主
た
る
内
容

　制

）

水弁電動化及び遠方監

刈

視制御システム整
設及

谷

び県営造成農業水利施

市

設について、受益 備等

事

の経費を負担する。
地

務

域と連携してシステム

事

の整備を行い、管理 〇

業

事業主体
体制を強化す

評

る。 　愛知県
〇事業費

価

負担割合
　国：50％

シ

、県：25％、市：2

ー

5％
〇関係市
　刈谷市

ト

、岡崎市、碧南市、豊

（

田市、安城市､
　西尾

様

市、知立市、高浜市

位

式

置
づ
け

関連計画

根拠法

１

令

対象者 農業従事者 事

）

業期間 令和元年度 ～ 令

会

和４年度

実施方法 □直

計

営　□委託　□指定管

名

理　□補助・助成　■

担

その他

当部 産業環境部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

３年度実績 ４

会

年度実績 ５年度実績 ６

計

年度計画

・事業負担金

担

・事業負担金 ・事業負

当

担金 ・事業負担金
　　

課

制水弁の遠方制御化 　

農

　制水弁の遠方制御化

政

　　操作運転費、整備

課

補修費 　　操作運転費

款

、整備補修費

　令和５

項

年度は施設整備費の計

目

上はなく、整備補修費

担

等について負担金協定

当

書を締結し、円滑に事

係

業を推進することがで

土

成果
きた。

課題

指標名

地

称（単位）
実績値 目標

改

値

３年度 ４年度 ５年度

良

６年度 ８年度

活動 シス

指

テム整備率（％） 79

導

.0 100.0 ― ― ―

係

指標

指標
・事業費負担

6

割合
他市との 　刈谷市

1

：14.02％、岡崎

5

市：1.33％、碧南市：5.54％、豊田市：6.02％、安城市：58.08％、
比較検証 　西尾市： 3.54％、知立市：7.87％、高浜市：3.60％



整備促進事業（明治

用水地区）

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの

令

評価 評価の理由

　明治

和

用水土地改良区の管理

６

体制強化のため、必要

年

な事業
・法的業務

高い

度

である。
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要
・市

令

民生活上必要である　

和

など

　制水弁を電動化

５

及び制御システムで管

年

理することにより､
・

度

コストの節減、費用対

評

効果
高い

異常に早急に

価

気づくことができ、安

）

定した用水の供給を行

刈

効率性 ・執行体制の効

谷

率性 うことができる。

市

・手段の最適性　など

事

　明治用水土地改良区

務

の受益地があるので、

事

市が関与する
・市が主

業

体となって実施する
普

評

通
必要がある。

妥当性

価

　べき事業であるか
・

シ

総合計画との整合性　

ー

など

　農業従事者にと

ト

って用水の安定供給は

（

必要不可欠な問題

施策

様

への ・施策への貢献度

式

普通
であり、生産性向

２

上にも寄与している。

）

・目標達成度
貢献度 ・

会

市民サービスへの効果

計

　など

今後の方向性 □

名

拡充　■現状維持　□

担

改善・効率化　□縮小

当

　□終期設定　□休止

部

・廃止

　農業用水の安

産

定供給のため、引き続

業

き事業推進を図る。

環境部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

般

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

会

　
評
　
価
　
∨

計 担当課 農政課

款 項 目 担当係 土地改良指導係

6 1 5

国営造成施設管理体制



0 合計 2,200,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,200,000 円

一般財源 0 0 2,200 7,800

職員人件費　② 0 0 307 310

総事業費（①＋②） 0 0 2,507 8,110

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

農業水路等長寿命化・防災減災事業（明治

用水土地改良区）

令和６年

Ｐ

度

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

（

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

令

　
業
　
概
　
要

総合計画

和

分野 産業環境

基本施策

５

農業
施策体系

施策の内

年

容 生産基盤の強化と保

度

全

目
　
　
　
的

　明治用

評

水土地改良区が施行す

価

る土地改良事

主
た
る
内

）

容

　農業用水管の改修

刈

（入替）
業費の一部を

谷

補助し、地元負担の軽

市

減を図る｡ ○農業水路

事

等長寿命化・防災減災

務

事業
○整備延長　永井

事

田用水　364ｍ
○事

業

業費負担割合　国：5

評

0％ 県：17.5％

価

、
　　　　　　　　　

シ

市：13％、
　　　　

ー

　　　　　明治用水：

ト

19.5％

位
置
づ
け

関

（

連計画

根拠法令 刈谷市

様

農業土木事業補助金交

式

付要綱

対象者 農業従事

１

者 事業期間 令和５年度

）

～ 令和７年度

実施方法

会

□直営　□委託　□指

計

定管理　■補助・助成

名

　□その他

担当部 産業環境部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

３年度実

般

績 ４年度実績 ５年度実

会

績 ６年度計画

　 　 ・事

計

業補助金 ・事業補助金

担

　 　 　　農業用水管路

当

更新　14ｍ 　　農業

課

用水管路更新　140

農

ｍ
　 　
　 　
　　　――

政

――――― 　　　――

課

―――――

　農業用水

款

管の改修工事を実施し

項

、適切に施設の維持管

目

理を行うことができた

担

。

成果

課題

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

３

係

年度 ４年度 ５年度 ６年

土

度 ８年度

活動 事業進捗

地

率（％） ― ― 17.1

改

55.8 100
指標
活

良

動
指標

他市との
比較検

指

証

導係

6 1 5

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,200 7,80



防災減災事業（明治

用水土地改良区）

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点

令

からの評価 評価の理由

和

　明治用水（永井田用

６

水）の老朽化対策を図

年

るためには必
・法的業

度

務
普通

要な事業である

（

。
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要
・市民生活

和

上必要である　など

　

５

老朽管の布設替工事を

年

行うことで営農経費節

度

減を図る。
・コストの

評

節減、費用対効果
普通

価

効率性 ・執行体制の効

）

率性
・手段の最適性　

刈

など

　明治用水（永井

谷

田用水）の老朽化対策

市

を講ずることは重
・市

事

が主体となって実施す

務

る
普通

要であるため、

事

市の関与は必須である

業

。
妥当性 　べき事業で

評

あるか
・総合計画との

価

整合性　など

　農業水

シ

利施設の機能維持及び

ー

長寿命化を図ることで

ト

、安

施策への ・施策へ

（

の貢献度
普通

定した農

様

業生産性を確保するこ

式

とができる。
・目標達

２

成度
貢献度 ・市民サー

）

ビスへの効果　など

今

会

後の方向性 □拡充　■

計

現状維持　□改善・効

名

率化　□縮小　□終期

担

設定　□休止・廃止

　

当

農業用水の安定供給の

部

ため、引き続き事業推

産

進を図る。

業環境部

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

一

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

般

　
∨

会計 担当課 農政課

款 項 目 担当係 土地改良指導係

6 1 5

農業水路等長寿命化・



目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 今川今岡地区整備率（％） 86.2 91.8 94.7 98.8 100
指標
活動 西境地区整備率（％） 70.6 74.3 78.2 89.1 100
指標

　近隣市においても同様な事業を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 94,387 29,110 32,141 75,993 合計 32,140,699 円
委託料 858,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 31,282,699 円

一般財源 94,387 29,110 32,141 75,993

職員人件費　② 5,830 5,421 6,675 8,064

総事業費（①＋②） 100,217 34,531 38,816 84,057

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

県営経営体育成基盤整備事業（刈谷北部地

区）

令和６年度

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

（

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

令

事
　
業
　
概
　
要

総合計

和

画
分野 産業環境

基本施

５

策 農業
施策体系

施策の

年

内容 生産基盤の強化と

度

保全

目
　
　
　
的

　ほ場

評

の大区画化や農業用用

価

排水施設等の生

主
た
る

）

内
容

　農業用用排水路

刈

の整備、区画整理等を

谷

行う｡
産基盤整備を総

市

合的に実施し、将来の

事

農業経 〇事業面積　今

務

川今岡地区　65.1

事

ha
営の合理化と生産

業

性の向上を図る。 　　

評

　　　　西境地区　　

価

　44.9ha
　　　

シ

　　　井ケ谷地区　 

ー

 57.0ha
〇事業

ト

費負担割合
　用水路、

（

区画整理
　　国：50

様

％、県：27.5％、

式

　　市：12.5％、

１

地元：10％
　排水路

）

　　国：50％、県：

会

27.5％、市：22

計

.5％

位
置
づ
け

関連計

名

画

根拠法令 土地改良法

担

、刈谷市農業土木事業

当

補助金交付要綱

対象者

部

農業従事者 事業期間 平

産

成２６年度 ～ 令和１３

業

年度

実施方法 □直営　

環

■委託　□指定管理　

境

■補助・助成　□その

部

他

一般会計 担当課 農

Ｂ
　
事
　
業
　
実

政

　
績

３年度実績 ４年度

課

実績 ５年度実績 ６年度

款

計画

・事業補助金 ・事

項

業補助金 ・事業補助金

目

・事業補助金
　　今川

担

今岡地区、西境地区 　

当

　今川今岡地区、西境

係

地区 　　今川今岡地区

土

、西境地区 　　今川今

地

岡地区、西境地区
・基

改

礎調査 ・基礎調査 　　

良

井ケ谷地区（計画策定

指

） 　　井ケ谷地区（詳

導

細設計）
　　井ケ谷地

係

区 　　井ケ谷地区

　今

6

川今岡地区及び西境地

1

区において、県や地元

5

農業者等との協議調整

土

により、事業を推進す

地

ることができた。また

改

、井

成果
ケ谷地区にお

良

いては、地元の合意形

工

成活動を行い、県とも

務

連携しながら、土地改

係

良法の手続きを始めることができた。

課題

指標名称（単位）
実績値



営体育成基盤整備事業（刈谷北部地

区）

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視

令

点からの評価 評価の理

和

由

　安定した農業生産

６

を行うために必要な事

年

業である。
・法的業務

度

高い必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要
・市民生

令

活上必要である　など

和

　基盤整備を行い、利

５

用集積を図ることで効

年

率的な農業生
・コスト

度

の節減、費用対効果
普

評

通
産を確保できる。

効

価

率性 ・執行体制の効率

）

性
・手段の最適性　な

刈

ど

　地元農業者及び土

谷

地所有者との合意形成

市

が必須であるた
・市が

事

主体となって実施する

務

普通
め、県と市が一体

事

となって実施すべき事

業

業である。
妥当性 　べ

評

き事業であるか
・総合

価

計画との整合性　など

シ

　将来にわたり効率的

ー

な農業生産を行うこと

ト

ができる。

施策への ・

（

施策への貢献度
普通・

様

目標達成度
貢献度 ・市

式

民サービスへの効果　

２

など

今後の方向性 ■拡

）

充　□現状維持　□改

会

善・効率化　□縮小　

計

□終期設定　□休止・

名

廃止

　地元の合意形成

担

を踏まえ、井ケ谷地区

当

の工区設立に向けて、

部

県とも連携を図ってい

産

く。

業環境

Ｃ
 
　

部

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

一

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

般会計 担当課 農政課

款 項 目 担当係 土地改良指導係

6 1 5 土地改良工務係

県営経



移譲交付金

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

６

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

農業
施策体系

施策の内

和

容 持続可能な農業経営

５

の推進

目
　
　
　
的

　生

年

活環境の保全及び農林

度

水産業の健全な発

主
た

評

る
内
容

○鳥獣捕獲・飼

価

養許可事務
展のため、

）

鳥獣の保護及び管理並

刈

びに狩猟の ○関係職員

谷

の猟狩猟免許取得
適正

市

化を図る。

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 鳥獣

務

の保護及び管理並びに

事

狩猟の適正化に関する

業

法律

対象者 市民 事業期

評

間 平成１５年度 ～

実施

価

方法 ■直営　□委託　

シ

□指定管理　□補助・

ー

助成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ

名

　
事
　
業
　
実
　
績

３年

担

度実績 ４年度実績 ５年

当

度実績 ６年度計画

・捕

部

獲許可数　　　70件

産

・捕獲許可数　　　1

業

06件 ・捕獲許可数　

環

　　69件 ・捕獲許可

境

受付

　鳥獣の捕獲許可

部

申請に対し、適正に審

一

査・許可事務を行うこ

般

とができた。

成果

課題

会

指標名称（単位）
実績

計

値 目標値

３年度 ４年度

鳥

５年度 ６年度 ８年度

活

獣

動
指標

 
指標

 
他市と

捕

の
比較検証

獲・飼養許可事業

Ｃ
　
事
　

担

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

当

千円
３年度 ４年度 ５年

課

度 ６年度 ５年度

（決算

農

） （決算） （決算） （

政

予算） 事業費内訳

事業

課

費　① 36 39 54 1

款

04 合計 53,550

項

 円
需用費 4,950

目

 円

財
　
源

特定財源 3

担

6 39 54 104 役務

当

費 48,600 円

一

係

般財源 0 0 0 0

職員人

農

件費　② 757 753

産

767 775

総事業費

係

（①＋②） 793 79

4

2 821 879

建
設
事

1

業

全体事業費（単位：

7

千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 市町村権限



①＋②） 15 226 230 897

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業環

（

境

基本施策 農業
施策体

令

系
施策の内容 持続可能

和

な農業経営の推進

目
　

５

　
　
的

　農業委員及び

年

農地利用最適化推進委

度

員の見

主
た
る
内
容

　農

評

業委員及び農地利用最

価

適化推進委員の視
識を

）

深め、活動の充実を図

刈

る。 察研修を実施する

谷

。

位
置
づ
け

関連計画

根

市

拠法令

対象者 農業委員

事

、農地利用最適化推進

務

委員 事業期間 ～

実施方

事

法 ■直営　□委託　□

業

指定管理　□補助・助

評

成　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　

）

事
　
業
　
実
　
績

３年度

会

実績 ４年度実績 ５年度

計

実績 ６年度計画

・視察

名

研修の実施 ・視察研修

担

の実施 ・視察研修の実

当

施 ・視察研修の実施
　

部

　中止 　　中止 　　中

産

止

　本市における農業

業

の実情に合わせて、研

環

修先を検討した。

成果

境

　視察研修を通じて習

部

得した知識を活用する

一

ことにより農業経営が

般

改善された度合いを成

会

果として測定するため

計

の具体的

な方法を検討

委

する必要がある。
課題

員

指標名称（単位）
実績

研

値 目標値

３年度 ４年度

修

５年度 ６年度 ８年度

活

事

動 農業先進地視察箇所

業

数（箇所） 0 0 0 2 2

担

指標
 

指標
　近隣市町

当

では、碧南市、安城市

課

、西尾市、幸田町、み

農

よし市等で同様の研修

政

が実施されている。
他

課

市との
比較検証

款 項 目 担当係 農地

Ｃ
　

係

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

6

位：千円
３年度 ４年度

1

５年度 ６年度 ５年度

（

1

決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 664 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 664

職員人件費　② 15 226 230 233

総事業費（



ない。
他市との 　自給的農業希望者を対象とした小区画（約30～60㎡）の市民農園については、碧南市、安城市、知立市等
比較検証 で事例あり。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 62 62 62 113 合計 62,190 円
使用料及び賃借料 62,190 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 29

一般財源 62 62 62 84

職員人件費　② 303 301 307 310

総事業費（①＋②） 365 363 369 423

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

６

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業環境

基本施策 農業
施

令

策体系
施策の内容 農業

和

に親しむライフスタイ

５

ルや食育の推進

目
　
　

年

　
的

　本市が実施する

度

野菜作り研修修了生を

評

始め

主
た
る
内
容

○市民

価

農園の管理運営
とする

）

農業新規参入希望者に

刈

対して、経営農 　箇所

谷

数　　1箇所
地を提供

市

するとともに、遊休農

事

地化が見込ま 　区画数

務

　  5区画
れる農地

事

を市民農園として利用

業

することで、 　規　模

評

　　 100 ㎡/区

価

画
遊休農地化の抑制を

シ

図る。 　利用料　26

ー

,000 円/年
○農

ト

機具等の貸出し

位
置
づ

（

け

関連計画 農業経営基

様

盤の強化の促進に関す

式

る基本構想

根拠法令 特

１

定農地貸付法、刈谷市

）

特定農地貸付規程

対象

会

者 20歳以上の市民 事

計

業期間 平成２１年度 ～

名

実施方法 ■直営　□委

担

託　□指定管理　□補

当

助・助成　□その他

部 産業環境部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

３年度実績 ４年度実績

市

５年度実績 ６年度計画

民

・市民農園　1か所5

農

区画 ・市民農園　1か

園

所5区画 ・市民農園　

運

1か所5区画 ・市民農

営

園　1か所5区画
・利

事

用区画数　0区画 ・利

業

用区画数　0区画 ・利

担

用区画数　0区画 ・新

当

規利用者の募集
・今後

課

の検討 ・今後の検討 ・

農

今後の検討

　農地を持

政

っていない農業新規参

課

入希望者に、耕作する

款

候補地を提示すること

項

ができた。

成果
　遊休

目

農地を市民農園とする

担

ことで、その抑制に寄

当

与した。

　新規利用者

係

の確保に向け、効果的

農

な周知方法等を検討す

地

る必要がある。

課題

指

係

標名称（単位）
実績値

6

目標値

３年度 ４年度 ５

1

年度 ６年度 ８年度

活動

3

市民農園利用者数（人） 0 0 0 1 2
指標

 
指標

　農業新規参入希望者を対象とした大区画（100㎡）の市民農園の事例は、近隣には



農産物を扱うことができるよう本教室を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 体験教室開催数（回） 0 ７ 8 8 8
指標
活動 体験教室参加者数（人） 0 42 72 80 80
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 190 220 237 合計 219,817 円
報償費 135,000 円

財
　
源

特定財源 0 30 50 55 需用費 77,677 円
役務費 7,140 円

一般財源 0 160 170 182

職員人件費　② 15 2,334 2,379 2,404

総事業費（①＋②） 15 2,524 2,599 2,641

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 講座受講料

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

６

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業環境

基本施策 農業
施

令

策体系
施策の内容 農業

和

に親しむライフスタイ

５

ルや食育の推進

目
　
　

年

　
的

　地産地消を推進

度

し、地元農産物の消費

評

拡大

主
た
る
内
容

〇農産

価

物加工体験教室の開催

）

を図るため、市民が地

刈

元農産物を使用して、

谷

　　開催回数　 8回

市

/年
その加工技術を習

事

得するための機会を創

務

出す 　　開催場所　刈

事

谷生きがい楽農センタ

業

ー
る。 　　　　　　　

評

農産物加工室

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令

対象

シ

者 18歳以上の市民 事

ー

業期間 平成２０年度 ～

ト

実施方法 ■直営　□委

（

託　□指定管理　□補

様

助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

産

３年度実績 ４年度実績

業

５年度実績 ６年度計画

環

・農産物加工体験教室

境

　全0回・農産物加工

部

体験教室　全7回・農

一

産物加工体験教室　全

般

8回・農産物加工体験

会

教室　全8回
　　中止

計

　　万能タレ　　　　

地

1回6人 　　万能タレ

産

　　　　1回9人 　　

地

万能タレ　　　　1回

消

10人
　　イチジクジ

推

ャム　1回6人 　　イ

進

チジクジャム　1回1

事

0人　　イチジクジャ

業

ム　1回10人
　　う

担

どん        

当

  1回6人 　　うど

課

ん         

農

 1回9人 　　うどん

政

          

課

1回10人
　　漬物　

款

　　　　　1回6人 　

項

　漬物　　　　　　2

目

回16人　　漬物　　

担

　　　　2回20人
　

当

　味噌　　　　　　2

係

回12人　　味噌　　

農

　　　　2回19人　

産

　味噌　　　　　　2

係

回20人
　　豆腐　　

6

　　　　1回6人 　　

1

豆腐　　　　　　1回

3

9人 　　豆腐　　　　　　1回10人

　地元農産物のＰＲと加工技術の習得・継承を図ることができた。

成果

　より多くの加工技術や



事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

６

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業環境

基本施策 農

令

業
施策体系

施策の内容

和

持続可能な農業経営の

５

推進

目
　
　
　
的

　農業

年

者等との協働のもと、

度

有機農業を試験

主
た
る

評

内
容

　委託契約を締結

価

し、来年度の田植えに

）

向け
的に実施すること

刈

により、有機農業にお

谷

ける て、自然由来の資

市

材を使用した土づくり

事

を行
課題分析を行い、

務

営農における選択肢の

事

一つ う。
として持続可

業

能な農業の定着を目指

評

す。
　
　

位
置
づ
け

関連

価

計画

根拠法令

対象者 農

シ

業者 事業期間 令和５年

ー

度 ～ 令和８年度

実施方

ト

法 □直営　■委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

３年度

産

実績 ４年度実績 ５年度

業

実績 ６年度計画

　 　 ・

環

委託契約締結 （Ｒ5繰

境

越分）
　 　 ・収穫した

部

米を活用し有機農
　 　

一

業のＰＲ
　 　
　　　―

般

―――――― 　　　―

会

――――――

成果

　水

計

稲の栽培実証地実験に

有

おける雑草対策、カメ

機

ムシ対策、適切な水管

農

理が課題。

課題

指標名

業

称（単位）
実績値 目標

実

値

３年度 ４年度 ５年度

証

６年度 ８年度

活動 有機

実

農業の取組面積（a）

験

― ― 34.9 34.9

事

34.9
指標
活動
指標

業

他市との
比較検証

担当課 農政課

款 項

Ｃ

目

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
３年度 ４年

当

度 ５年度 ６年度 ５年度

係

（決算） （決算） （決

農

算） （予算） 事業費内

産

訳

事業費　① 0 0 0 3

係

,420 合計 0 円

財

6

　
源

特定財源 0 0 0 3

1

,420

一般財源 0 0

3

0 0

職員人件費　② 0 0 153 1,551

総事業費（①＋②） 0 0 153 4,971

建
設



産係

6 1 3

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 産

令

業環境

基本施策 農業
施

和

策体系
施策の内容 農業

５

に親しむライフスタイ

年

ルや食育の推進

目
　
　

度

　
的

　刈谷市公共施設

評

維持保全計画に則って

価

、刈

主
た
る
内
容

〇刈谷

）

生きがい楽農センター

刈

事務棟外壁等改
谷生き

谷

がい楽農センター事務

市

棟の外壁及び屋 修工事

事

上防水の改修を行うこ

務

とで、長期的な建物管

事

理に資する。

位
置
づ
け

業

関連計画 農業経営基盤

評

の強化の促進に関する

価

基本構想

根拠法令 刈谷

シ

生きがい楽農センター

ー

運営要綱

対象者 20歳

ト

以上の市民 事業期間 令

（

和５年度 ～ 令和６年度

様

実施方法 □直営　■委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 産業

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

環

３年度実績 ４年度実績

境

５年度実績 ６年度計画

部

　 　 ・入札及び工事契

一

約締結 （Ｒ5繰越分）

般

　 　 ・工事施行
　 　
　

会

　
　　　――――――

計

― 　　　――――――

刈

―

成果

課題

指標名称（

谷

単位）
実績値 目標値

３

生

年度 ４年度 ５年度 ６年

き

度 ８年度

活動
指標
活動

が

指標

他市との
比較検証

い楽農センター施設

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

改

　
ト

単位：千円
３年度

修

４年度 ５年度 ６年度 ５

事

年度

（決算） （決算）

業

（決算） （予算） 事業

担

費内訳

事業費　① 0 0

当

0 6,300 合計 0 

課

円

財
　
源

特定財源 0 0

農

0 6,300

一般財源

政

0 0 0 0

職員人件費　

課

② 0 0 77 78

総事業

款

費（①＋②） 0 0 77

項

6,378

建
設
事
業

全

目

体事業費（単位：千円

担

） 0 ５年度特定財源名

当

称

５年度までの累積事

係

業費 0

７年度以降の事

農

業費見込 0



助を実施することで地域農業を振興　

成果
することができた。

　地区営農改善組合や農業者団体などの構成員の高齢化、後継者不足、担い手不足が顕著になってきている。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 水田の作付割合（％） 96.0 93.5 94.6 96.0 96.5
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,670 15,604 15,177 17,043 合計 15,177,333 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 15,177,333 円

一般財源 13,670 15,604 15,177 17,043

職員人件費　② 1,968 1,958 2,072 2,093

総事業費（①＋②） 15,638 17,562 17,249 19,136

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

６

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業環境

基本施策 農

令

業
施策体系

施策の内容

和

持続可能な農業経営の

５

推進

目
　
　
　
的

　農産

年

物の生産安定、収量増

度

加、地域営農組

主
た
る

評

内
容

○転作作物の連坦

価

団地化に対する補助
織

）

の運営及び米麦の団地

刈

化推進による品質向 ○

谷

地域営農組織の運営や

市

良質米の団地化、地
上

事

を図る。 　域農業の活

務

性化等に対する補助
○

事

農地の畦畔除去、乾田

業

直播及びジャンボタ
　

評

ニシ駆除に対する補助

価

位
置
づ
け

関連計画 農業

シ

経営基盤の強化の促進

ー

に関する基本構想

根拠

ト

法令 刈谷市農業振興事

（

業補助金交付要綱

対象

様

者 営農改善組合、農業

式

者団体等 事業期間 ～

実

１

施方法 ■直営　□委託

）

　□指定管理　□補助

会

・助成　□その他

計名 担当部 産業環境

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

部

年度実績 ４年度実績 ５

一

年度実績 ６年度計画

・

般

18地区営農改善組合

会

及び農 ・18地区営農

計

改善組合及び農 ・18

農

地区営農改善組合及び

業

農 ・18地区営農改善

振

組合及び農
　業者団体

興

の各種実施事業へ 　業

事

者団体の各種実施事業

業

へ 　業者団体の各種実

補

施事業へ 　業者団体の

助

各種実施事業へ
　補助

事

金を交付した。 　補助

業

金を交付した。 　補助

担

金を交付した。 　補助

当

金を交付する。
・農地

課

の畦畔除去、乾田直播

農

・農地の畦畔除去、乾

政

田直播 ・農地の畦畔除

課

去、乾田直播 ・農地の

款

畦畔除去、乾田直播
　

項

及びジャンボタニシ駆

目

除に 　及びジャンボタ

担

ニシ駆除に 　及びジャ

当

ンボタニシ駆除に 　及

係

びジャンボタニシ駆除

農

に
　対する補助金を交

産

付した。 　対する補助

係

金を交付した。 　対す

6

る補助金を交付した。

1

　対する補助金を交付

3

する。

　計画的な転作により米の生産調整を円滑に実施することができた。また、各種補



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 476 1,003 387 1,486 合計 386,562 円
報償費 44,992 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 40,000 円
負担金、補助及び

一般財源 476 1,003 387 1,486 交付金 301,570 円

職員人件費　② 2,271 2,259 2,302 2,326

総事業費（①＋②） 2,747 3,262 2,689 3,812

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

６

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

農業
施策体系

施策の内

和

容 持続可能な農業経営

５

の推進

目
　
　
　
的

　農

年

畜産物の特産化や加工

度

品開発を行うこと

主
た

評

る
内
容

○刈谷市農畜産

価

物生産消費推進協議会

）

への事
により、本市で

刈

生産される農畜産物の

谷

生産・ 　業委託及び補

市

助
消費拡大及び特産化

事

の推進を図る。 ○農業

務

者団体等による特産物

事

育成事業への補
　助
○

業

農産物共進会の開催

位

評

置
づ
け

関連計画  

根拠

価

法令  

対象者 刈谷市農

シ

畜産物生産消費推進協

ー

議会他 事業期間 平成６

ト

年度 ～

実施方法 ■直営

（

　■委託　□指定管理

様

　■補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

産

実
　
績

３年度実績 ４年

業

度実績 ５年度実績 ６年

環

度計画

・協議会等への

境

事業委託及び ・協議会

部

等への事業委託及び ・

一

協議会等への事業委託

般

及び ・協議会等への事

会

業委託及び
　補助 　補

計

助 　補助 　補助
・特産

農

物育成補助　　　1件

畜

・特産物育成補助　　

産

　2件 ・特産物育成補

物

助　　　1件 ・特産物

特

育成補助
・農産物共進

産

会の開催　2回 ・農産

化

物共進会の開催　2回

補

・農産物共進会の開催

助

　2回 ・農産物共進会

事

の開催

　協議会への事

業

業委託及び補助により

担

、地元農産物の消費宣

当

伝が図られた。特産物

課

育成補助及び農産物共

農

進会の開催によ

成果
り

政

、栽培技術の改善、品

課

質の向上、生産振興が

款

図られた。

　ワイン・

項

ジャムなどの加工品や

目

サマーオレンジなどの

担

特産品以降、新しい特

当

産品がない。

課題

指標

係

名称（単位）
実績値 目

農

標値

３年度 ４年度 ５年

産

度 ６年度 ８年度

活動 支

係

援対象農家数（戸） 8

6

8 88 86 88 90
指

1

標
 

指標
 

他市との
比

3

較検証



3

８年度

成果 補助対象面積（利用権設定分）（ha） 406 434 453 410 430
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,512 18,940 19,202 19,202 合計 19,202,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 19,202,000 円

一般財源 15,512 18,940 19,202 19,202

職員人件費　② 1,514 1,506 1,535 1,551

総事業費（①＋②） 17,026 20,446 20,737 20,753

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 農業
施策体系

施

和

策の内容 持続可能な農

５

業経営の推進

目
　
　
　

年

的

　認定農業者等への

度

農地の利用集積を進め

評

、

主
た
る
内
容

　農業経

価

営基盤強化促進法等に

）

基づく利用権
経営規模

刈

拡大による農業経営の

谷

安定化及び効 （賃借権

市

）設定や契約書等に基

事

づく全農作業
率的な生

務

産の推進を図る。 受託

事

等に対して奨励金を交

業

付する。

位
置
づ
け

関連

評

計画 農業経営基盤の強

価

化の促進に関する基本

シ

構想

根拠法令 刈谷市農

ー

業振興事業補助金交付

ト

要綱

対象者 認定農業者

（

、特定農業団体、営農

様

組合 事業期間 平成２３

式

年度 ～

実施方法 ■直営

１

　□委託　□指定管理

）

　■補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 産業環

Ｂ
　
事
　
業
　

境

実
　
績

３年度実績 ４年

部

度実績 ５年度実績 ６年

一

度計画

・奨励金内訳 ・

般

奨励金内訳 ・奨励金内

会

訳 ・奨励金内訳（予定

計

）
　　利用権設定分 　

農

　利用権設定分 　　利

用

用権設定分 　　利用権

地

設定分
　　406.8

利

ha　15,070千

用

円 　　434.7ha

集

　16,167千円 　

積

　453.4ha　1

奨

6,909千円 　　4

励

09.8ha　16,

金

395千円
　　農作業

補

受託 　　農作業受託 　

助

　農作業受託 　　農作

事

業受託
　　110.9

業

ha   490千円

担

　　98.0ha  

当

 2,772千円 　　

課

82.2ha   2

農

,293千円 　　80

政

.1ha   2,8

課

05千円

　利用権設定

款

面積が前年より18.

項

7ha増加し、利用集

目

積が促進された。

成果

担

　現在の農業経営は非

当

常に厳しい状況に置か

係

れており、長期的、継

農

続的に認定農業者等の

産

支援を続ける必要があ

係

る。

課題

指標名称（単

6

位）
実績値 目標値

３年

1

度 ４年度 ５年度 ６年度



る事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,250 2,250 12,000 合計 2,250,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 2,250 2,250 12,000 交付金 2,250,000 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 379 753 767 775

総事業費（①＋②） 379 3,003 3,017 12,775

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 農業人材力強化総合支援事業
費補助金

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業環境

基本

令

施策 農業
施策体系

施策

和

の内容 持続可能な農業

５

経営の推進

目
　
　
　
的

年

　持続可能な地域農業

度

の実現のため、農業経

評

主
た
る
内
容

○経営開始

価

資金
営開始直後の新規

）

就農者に支援を行い、

刈

新規 　就農直後の農業

谷

経営確立のため、最長

市

で3年
就農者の確保と

事

就農後における定着を

務

図る。 　間、1年当た

事

り150万円を交付す

業

る。
○経営発展支援事

評

業補助金
　農業経営の

価

発展のために必要な機

シ

械の導入
　や施設の整

ー

備等に要した費用の最

ト

大75％を
　補助する

（

。

位
置
づ
け

関連計画

根

様

拠法令 農業人材力強化

式

総合支援事業実施要綱

１

対象者 原則50歳未満

）

の新規就農者 事業期間

会

平成２４年度 ～

実施方

計

法 □直営　□委託　□

名

指定管理　■補助・助

担

成　□その他

当部 産業環境部

一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

３年度

会

実績 ４年度実績 ５年度

計

実績 ６年度計画

・農業

農

次世代人材投資事業の

業

・経営開始資金　2件

人

・経営開始資金　　　

材

　　2件・経営開始資

力

金　　　　　3件
　周

強

知及び新規就農に係る

化

相 ・機械・設備等導入

総

補助　1件
　談対応

　

合

経営開始間もない新規

支

就農者の生活を扶助す

援

るとともに、営農環境

事

の整備を支援すること

業

により、農業経営の安

担

定化に

成果
寄与するこ

当

とができた。

　就農者

課

の定着を促すため、資

農

金の給付と併せて就農

政

前後における継続的な

課

支援を図る必要がある

款

。

　新規就農希望者を

項

的確に把握する必要が

目

ある。
課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

３

当

年度 ４年度 ５年度 ６年

係

度 ８年度

成果 経営開始

農

資金支給件数（件） ―

地

2 2 3 1
指標
成果 機械

係

・設備等の導入補助件

6

数（件） ― 0 0 1 0
指

1

標
　国の補助制度に基

3

づき統一的に実施され



値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 利用権設定面積（ha） 631 645 672 675 680
指標

 
指標

　国の補助制度に基づき統一的に実施される事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,358 2 11,458 6 合計 11,457,600 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 14,358 0 11,458 6 交付金 11,457,600 円

一般財源 0 2 0 0

職員人件費　② 1,136 753 767 388

総事業費（①＋②） 15,494 755 12,225 394

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 農地集積推進事業費補助金（
県）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

６

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

農業
施策体系

施策の内

和

容 持続可能な農業経営

５

の推進

目
　
　
　
的

　担

年

い手への農用地集積を

度

促進することで、

主
た

評

る
内
容

　農地中間管理

価

機構を通じて農用地の

）

集積、
担い手の経営の

刈

効率化・安定化を図る

谷

。 集約化に協力する地

市

域や農業者に対し、協

事

力
金等を交付する。

位

務

置
づ
け

関連計画 農業経

事

営基盤の強化の促進に

業

関する基本構想、人・

評

農地プラン

根拠法令 農

価

業経営基盤強化促進法

シ

、農地中間管理事業法

ー

、農地集積・集約化対

ト

策事業実施要綱

対象者

（

農地集積に協力した農

様

業者 事業期間 平成２５

式

年度 ～

実施方法 □直営

１

　□委託　□指定管理

）

　■補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 産業環

Ｂ
　
事
　
業
　

境

実
　
績

３年度実績 ４年

部

度実績 ５年度実績 ６年

一

度計画

・農地中間管理

般

事業に基づく ・農地中

会

間管理事業に基づく ・

計

農地中間管理事業に基

農

づく ・農地中間管理事

用

業に基づく
　機構集積

地

協力金の活用によ 　機

利

構集積協力金制度の周

用

知 　機構集積協力金の

集

活用によ 　機構集積協

積

力金制度の周知
　る利

促

用集積の推進 　、制度

進

利用予定者との調整 　

事

る利用集積の推進 　、

業

制度利用予定者との調

担

整
    経営転換協

当

力金 　　地域集積協力

課

金
　　　60戸　 　

農

1,997千円 　　　

政

1地区　7,531千

課

円
　　機構集積協力金

款

　　集約化奨励金
　　

項

　 1地区　12,3

目

58千円　 　　　1地

担

区　3,927千円

　

当

制度の周知を図るとと

係

もに、農業者団体と調

農

整を行い、農用地の集

地

積を進めることができ

係

た。

成果

　耕作不利地

6

や畑地は担い手が引き

1

受けることが難しく、

3

利用集積が進みにくいのが現実である。

課題

指標名称（単位）
実績



度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 3,000 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 3,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 151 376 460 465

総事業費（①＋②） 151 376 460 3,465

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 農業
施策体系

施策の

和

内容 持続可能な農業経

５

営の推進

目
　
　
　
的

　

年

人・農地プランに位置

度

づけられた地域の中

主

評

た
る
内
容

　地域の中心

価

となる経営体が、融資

）

を受けて
心となる農業

刈

経営体の育成・確保を

谷

図る。 新たに機械・施

市

設などの整備を行う際

事

に補助
を行う。

位
置
づ

務

け

関連計画 農業経営基

事

盤の強化の促進に関す

業

る基本構想、人・農地

評

プラン

根拠法令 強い農

価

業・担い手づくり総合

シ

支援交付金実施要綱

対

ー

象者 地域の中心となる

ト

農業経営体 事業期間 平

（

成２５年度 ～

実施方法

様

□直営　□委託　□指

式

定管理　■補助・助成

１

　□その他

）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事

業

　
業
　
実
　
績

３年度実

環

績 ４年度実績 ５年度実

境

績 ６年度計画

・強い農

部

業・担い手づくり総 

一

・農地利用効率化等支

般

援事業 ・農地利用効率

会

化等支援事業 ・農地利

計

用効率化等支援事業
　

農

合支援交付金制度の周

地

知 　制度の周知、活用

利

　制度の周知、活用 　

用

制度の周知、活用

　制

効

度の周知を図るととも

率

に、交付済み団体につ

化

いて事業実績の把握・

等

公表を行い要件を満た

支

すことができた。

成果

援

　制度の周知に加え、

事

経営体の事業の実施に

業

向けて総合的な支援を

担

行う必要がある。

課題

当

指標名称（単位）
実績

課

値 目標値

３年度 ４年度

農

５年度 ６年度 ８年度

成

政

果 補助件数（件） 0 0

課

0 1 1
指標

指標
　国の

款

補助制度に基づき統一

項

的に実施される事業で

目

ある。
他市との
比較検

担

証

当係 農地係

6 1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年



44 0

職員人件費　② 0 0 230 0

総事業費（①＋②） 0 0 318 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 被災農業者営農支援事業費補
助金（県）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

６

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

農業
施策体系

施策の内

和

容 持続可能な農業経営

５

の推進

目
　
　
　
的

　令

年

和5年6月2日の大雨

度

で被災した農業者の営

評

主
た
る
内
容

　種苗や肥

価

料などの農業資材の購

）

入に必要な
農継続を支

刈

援する。 経費の一部を

谷

補助する。
○補助内容

市

　6,400円/10

事

a（市3,200円＋

務

県3,200円）

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

業

刈谷市被災農業者営農

評

継続支援金交付要綱

対

価

象者 農業者 事業期間 令

シ

和５年度 ～ 令和５年度

ー

実施方法 ■直営　□委

ト

託　□指定管理　■補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

３年度実績 ４年度実績

産

５年度実績 ６年度計画

業

　 　 ・支援件数　2件

環

　
　 　 　
　 　 　
　 　 　

境

　　　―――――――

部

　　　―――――――

一

　　　―――――――

般

　農業資材の購入に必

会

要な経費の一部を補助

計

することで、大雨によ

被

り農作物に被害のあっ

災

た農地で営農を継続す

農

る農業者

成果
を支援す

業

ることができた。

課題

者

指標名称（単位）
実績

営

値 目標値

３年度 ４年度

農

５年度 ６年度 ８年度

活

支

動 支援実施面積（a）

援

－ － 138 － －
指標
活

事

動
指標

　岡崎市におい

業

て同様の支援事業を実

担

施。
他市との
比較検証

当課 農政課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

当

　
ト

単位：千円
３年度

係

４年度 ５年度 ６年度 ５

農

年度

（決算） （決算）

産

（決算） （予算） 事業

係

費内訳

事業費　① 0 0

6

88 0 合計 88,32

1

0 円
負担金、補助及

3

び

財
　
源

特定財源 0 0 44 0 交付金 88,320 円

一般財源 0 0



度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,033 15,219 4,610 6,376 合計 4,609,950 円
報酬 1,968,722 円

財
　
源

特定財源 4,782 13,981 3,491 4,807 職員手当等 420,228 円
負担金、補助及び

一般財源 1,251 1,238 1,119 1,569 交付金 2,221,000 円

職員人件費　② 3,028 3,012 3,069 3,101

総事業費（①＋②） 9,061 18,231 7,679 9,477

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 水田農業経営所得安定対策推
進費補助金（県）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 農業
施策体系

施策の

和

内容 持続可能な農業経

５

営の推進

目
　
　
　
的

　

年

経営所得安定対策等の

度

事務及び刈谷市地域

主

評

た
る
内
容

○刈谷市地域

価

農業再生協議会への助

）

成
農業再生協議会の運

刈

営により需要に合った

谷

米 〇市内の小麦の生産

市

性向上・拡大に取り組

事

む
の生産の推進及び農

務

業者の経営安定を図る

事

。 　農業者への補助金

業

交付
　また、麦の安定

評

供給のため国産への切

価

り替
えを推進する国の

シ

事業を活用し、市内の

ー

麦の
生産体制強化を図

ト

る。

位
置
づ
け

関連計画

（

 

根拠法令 経営所得安

様

定対策等実施要綱、需

式

要に応じた米の生産・

１

販売の推進に関する要

）

領

対象者 農業者 事業期

会

間 平成１６年度 ～

実施

計

方法 ■直営　□委託　

名

□指定管理　■補助・

担

助成　□その他

当部 産業環境部

一

Ｂ

般

　
事
　
業
　
実
　
績

３年

会

度実績 ４年度実績 ５年

計

度実績 ６年度計画

・刈

水

谷市地域農業再生協議

田

会 ・刈谷市地域農業再

農

生協議会 ・刈谷市地域

業

農業再生協議会 ・刈谷

構

市地域農業再生協議会

造

　への助成 　への助成

改

　への助成 　への助成

革

・農業者への国産小麦

対

産地生
　産性向上事業

策

費補助金の交
　付

　米

事

の生産数量調整等の事

業

務を円滑に実施し、需

担

要に合った米の生産や

当

、農業経営を安定させ

課

ることができた。

成果

農

　

　

課題

指標名称（単

政

位）
実績値 目標値

３年

課

度 ４年度 ５年度 ６年度

款

８年度

活動 交付件数（

項

件） 1 2 1 1 1
指標

 

目

指標
 

他市との
比較検

担

証

当係 農産係

6 1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年



3

51 1,163

総事業費（①＋②） 1,245 1,340 1,356 1,398

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 農業
施策体系

施

和

策の内容 持続可能な農

５

業経営の推進

目
　
　
　

年

的

　行政からの連絡事

度

項や情報提供と農業者

評

か

主
た
る
内
容

　営農改

価

善組合長会議(営農推

）

進協議会）を開
らの意

刈

見要望など情報共有を

谷

行い、地区の営 催する

市

。
農組織と意思疎通を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画  

根拠法令 農業経営

事

基盤強化促進法

対象者

業

営農改善組合長（18

評

地区） 事業期間 ～

実施

価

方法 ■直営　□委託　

シ

□指定管理　□補助・

ー

助成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ

名

　
事
　
業
　
実
　
績

３年

担

度実績 ４年度実績 ５年

当

度実績 ６年度計画

・営

部

農改善組合長会議の開

産

催 ・営農改善組合長会

業

議の開催 ・営農改善組

環

合長会議の開催 ・営農

境

改善組合長会議の開催

部

　開催回数　2回 　開

一

催回数　2回 　開催回

般

数　2回 　開催回数　

会

2回

　営農改善組合長

計

会議の開催により、必

農

要な情報を的確に伝達

業

することができた。

成

経

果
　

課題

指標名称（単

営

位）
実績値 目標値

３年

基

度 ４年度 ５年度 ６年度

盤

８年度

活動 営農改善組

強

合長会議開催回数（回

化

） 2 2 2 2 2
指標

 
指

促

標
 

他市との
比較検証

進対策事業
担当課 農

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

政

　
ト

単位：千円
３年度

課

４年度 ５年度 ６年度 ５

款

年度

（決算） （決算）

項

（決算） （予算） 事業

目

費内訳

事業費　① 10

担

9 211 205 235

当

合計 204,800 

係

円
報償費 204,80

農

0 円

財
　
源

特定財源

産

0 0 0 0

一般財源 10

係

9 211 205 235

6

職員人件費　② 1,1

1

36 1,129 1,1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 652 630 630 660 合計 630,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 630,000 円

一般財源 652 630 630 660

職員人件費　② 76 75 77 78

総事業費（①＋②） 728 705 707 738

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

６

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業環境

基本施策 農

令

業
施策体系

施策の内容

和

農業に親しむライフス

５

タイルや食育の推進

目

年

　
　
　
的

　児童・生徒

度

の農業体験学習を支援

評

し、農業

主
た
る
内
容

　

価

市内の小・中学校及び

）

特別支援学校の農業
後

刈

継者育成の一助とする

谷

。 体験学習を支援する

市

。

位
置
づ
け

関連計画 食

事

育推進計画

根拠法令 刈

務

谷市農業後継者育成補

事

助金交付基準

対象者 市

業

内小中学校 事業期間 平

評

成８年度 ～

実施方法 □

価

直営　□委託　□指定

シ

管理　■補助・助成　

ー

□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　

名

業
　
実
　
績

３年度実績

担

４年度実績 ５年度実績

当

６年度計画

・補助金の

部

交付 ・補助金の交付 ・

産

補助金の交付 ・補助金

業

の交付
　　市内21小

環

・中学校及び特 　　市

境

内21小・中学校 　　

部

市内21小・中学校 　

一

　市内21小・中学校

般

及び特
別　　支援学校

会

・補助額　30,00

計

0円/1校 ・補助額　

農

30,000円/1校

業

別　　支援学校
・補助

体

額　30,000円/

験

1校 ・補助額　30,

学

000円/1校

　児童

習

・生徒による花き、野

支

菜等の栽培学習を間接

援

的に支援することによ

事

り、農業を身近に感じ

業

てもらうとともに、食

担

物

成果
の大切さを学ん

当

でもらうことができた

課

。

　農業に対する関心

農

・理解の向上の度合い

政

を成果として測定する

課

ための具体的な方法が

款

ない。

課題

指標名称（

項

単位）
実績値 目標値

３

目

年度 ４年度 ５年度 ６年

担

度 ８年度

活動 補助金交

当

付学校数（校） 22 2

係

1 21 22 ―
指標

指標

農

　刈谷市独自の事業
他

地

市との
比較検証

係

6 1 3



　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,291 1,407 1,372 1,508 合計 1,372,466 円
需用費 137,021 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 35,445 円
委託料 1,200,000 円

一般財源 1,291 1,407 1,372 1,508

職員人件費　② 5,300 5,270 5,371 5,427

総事業費（①＋②） 6,591 6,677 6,743 6,935

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

６

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

農業
施策体系

施策の内

和

容 農業に親しむライフ

５

スタイルや食育の推進

年

目
　
　
　
的

　親子で作

度

物の栽培や収穫を通じ

評

て、市民の

主
た
る
内
容

価

　3地区（東境・西境

）

・小垣江）での農業体

刈

験
地域農業への理解を

谷

深めるとともに食育の

市

推 教室を開催する。
進

事

及び地元農産物の消費

務

拡大を図る。   農協

事

が主催する農業まつり

業

で米の消費拡大
啓発活

評

動を実施する。

位
置
づ

価

け

関連計画

根拠法令

対

シ

象者 市民 事業期間 昭和

ー

５６年度 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

３年度実績

産

４年度実績 ５年度実績

業

６年度計画

・体験教室

環

開催回数 ・体験教室開

境

催回数 ・体験教室開催

部

回数 ・体験教室開催回

一

数
　3地区で6回 　3

般

地区で6回 　3地区で

会

6回 　3地区で6回
・

計

農業まつりでの啓発活

地

動 ・農業まつりでの啓

域

発活動 ・農業まつりで

農

の啓発活動 ・農業まつ

業

りでの啓発活動
　中止

活

　1回 　1回

　地域の

性

生産者と消費者が直接

化

交流する機会を持つこ

推

とができ、地域農業へ

進

の理解を深めることが

事

できた。　

成果

　コロ

業

ナの規制が緩和され、

担

状況を判断しながら農

当

業まつりや親子農業体

課

験教室の段取りを必要

農

に応じて見直す必要が

政

あ

る。
課題

指標名称（

課

単位）
実績値 目標値

３

款

年度 ４年度 ５年度 ６年

項

度 ８年度

活動 体験教室

目

参加家族数（家族） 1

担

80 159 158 16

当

0 160
指標

指標

他市

係

との
比較検証

農産係

6 1 3

Ｃ
　
事



算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,053 1,388 1,705 495 合計 1,705,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,705,000 円

一般財源 6,053 1,388 1,705 495

職員人件費　② 227 226 230 233

総事業費（①＋②） 6,280 1,614 1,935 728

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

６

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

農業
施策体系

施策の内

和

容 農業に親しむライフ

５

スタイルや食育の推進

年

目
　
　
　
的

　市民に野

度

菜づくりの場を提供す

評

ることで、

主
た
る
内
容

価

　市民菜園運営委員会

）

に対し、市民菜園の開

刈

農業に対する理解を深

谷

めるとともに、併せて

市

設、撤去、設備の修繕

事

等に要する費用を補助

務

余暇利用や健康づくり

事

の促進を図る。 する。

業

位
置
づ
け

関連計画

根拠

評

法令 刈谷市市民菜園整

価

備等補助金交付基準

対

シ

象者 市民菜園運営委員

ー

会 事業期間 令和２年度

ト

～

実施方法 □直営　□

（

委託　□指定管理　■

様

補助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

産

績

３年度実績 ４年度実

業

績 ５年度実績 ６年度計

環

画

・閉園した菜園の撤

境

去工事 ・利用者駐車区

部

画の整備工事 ・閉園し

一

た菜園の撤去工事 ・利

般

用者駐車区画の整備工

会

事
　　高津波市民菜園

計

　　小垣江市民菜園 　

市

　高倉市民菜園 　　半

民

城土市民菜園
　　東刈

菜

谷市民菜園（一部） ・

園

老朽化した倉庫の更新

整

・給水設備等の修繕 　

備

　小垣江市民菜園
　　

等

2か所

　菜園利用者の

補

利便性の向上が図られ

助

た。

成果

　継続的に地

事

主及び利用者の意向を

業

把握し、整備等につい

担

て検討していく必要が

当

ある。

課題

指標名称（

課

単位）
実績値 目標値

３

農

年度 ４年度 ５年度 ６年

政

度 ８年度

活動 市民菜園

課

数（箇所） 12 12 1

款

1 11 11
指標

指標
　

項

刈谷市独自の事業
他市

目

との
比較検証

担当係 農地係

6 1

Ｃ
　
事

3

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,412 3,408 2,102 3,312 合計 2,102,415 円
需用費 40,865 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 6,050 円
委託料 2,055,500 円

一般財源 1,412 3,408 2,102 3,312

職員人件費　② 908 904 921 930

総事業費（①＋②） 2,320 4,312 3,023 4,242

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

６

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業環境

基本施策 農業
施

令

策体系
施策の内容 持続

和

可能な農業経営の推進

５

目
　
　
　
的

　有害鳥獣

年

による農作物の食害及

度

び生活環境

主
た
る
内
容

評

○猟友会への有害鳥駆

価

除の委託
被害を防止す

）

る。 ○カラス捕獲檻に

刈

よるカラスの捕獲及び

谷

駆除
○捕獲檻の貸出

位

市

置
づ
け

関連計画 刈谷市

事

鳥獣被害防止計画

根拠

務

法令 鳥獣の保護及び管

事

理並びに狩猟の適正化

業

に関する法律

対象者 農

評

業者 事業期間 ～

実施方

価

法 ■直営　■委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

３年度

担

実績 ４年度実績 ５年度

当

実績 ６年度計画

・猟友

部

会へ委託 ・猟友会へ委

産

託 ・猟友会へ委託 ・猟

業

友会へ委託
　　銃によ

環

る駆除　　　　5回　

境

　銃による駆除　　　

部

　5回　　銃による駆

一

除　　　　5回　　銃

般

による駆除　　　　5

会

回
　　カラス・ハト等

計

　　306羽　　カラ

有

ス・ハト等　　381

害

羽    カラス・ハ

鳥

ト等　  357羽 

獣

   カラス・ハト等

駆

　1,800羽
・カラ

除

ス捕獲檻の設置　2箇

事

所・カラス捕獲檻の設

業

置　4箇所・カラス捕

担

獲檻の設置　3箇所・

当

カラス捕獲檻の設置　

課

3箇所
・捕獲檻貸出数

農

　　　　 49件・捕

政

獲檻貸出数　　　　 

課

74件・捕獲檻の貸出

款

         4

項

1件・捕獲檻の貸出

　

目

有害鳥獣の駆除により

担

、農作物の食害を減少

当

させることができた。

係

成果

　市街化が進み、

農

銃による駆除への理解

産

が低下してきている。

係

課題

指標名称（単位）

6

実績値 目標値

３年度 ４

1

年度 ５年度 ６年度 ８年

3

度

活動 駆除羽数（羽） 306 381 357 1,800 1,800
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



674

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業環

（

境

基本施策 農業
施策体

令

系
施策の内容 持続可能

和

な農業経営の推進

目
　

５

　
　
的

　家畜の伝染病

年

の防止と畜舎周囲の環

度

境の保

主
た
る
内
容

○検

評

査、注射等の補助
全を

価

図る。 ○消臭剤等の配

）

布

位
置
づ
け

関連計画  

刈

根拠法令 家畜伝染病予

谷

防法

対象者 畜産農家 事

市

業期間 ～

実施方法 ■直

事

営　■委託　□指定管

務

理　■補助・助成　□

事

その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業

式

　
実
　
績

３年度実績 ４

１

年度実績 ５年度実績 ６

）

年度計画

・予防注射　

会

2回 ・予防注射　2回

計

・予防注射　2回 ・予

名

防注射　2回
・薬剤配

担

布　2回　 ・薬剤配布

当

　1回 ・薬剤配布　1

部

回 ・薬剤配布　2回

　

産

事前のワクチン接種及

業

び殺虫剤の散布等の措

環

置により、伝染病の感

境

染防止及び臭気の軽減

部

を図ることができた。

一

成果

　

課題

指標名称（

般

単位）
実績値 目標値

３

会

年度 ４年度 ５年度 ６年

計

度 ８年度

活動 予防接種

家

頭数（頭） 305 32

畜

5 390 480 500

防

指標
 

指標
 

他市との

疫

比較検証

事業
担当課 農政課

Ｃ
　
事
　
業

款

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

項

円
３年度 ４年度 ５年度

目

６年度 ５年度

（決算）

担

（決算） （決算） （予

当

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 605 711 83

農

7 899 合計 836,

産

921 円
需用費 60

係

,291 円

財
　
源

特

6

定財源 0 0 0 0 委託料

1

437,910 円
負

4

担金、補助及び

一般財源 605 711 837 899 交付金 338,720 円

職員人件費　② 757 753 767 775

総事業費（①＋②） 1,362 1,464 1,604 1,



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 42,000 167,573 0 1,000 合計 0 円

財
　
源

特定財源 42,000 166,573 0 0

一般財源 0 1,000 0 1,000

職員人件費　② 757 753 767 775

総事業費（①＋②） 42,757 168,326 767 1,775

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

６

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業環境

基本施策 農業
施

令

策体系
施策の内容 持続

和

可能な農業経営の推進

５

目
　
　
　
的

　飼養規模

年

の拡大や飼養管理の改

度

善に取り組

主
た
る
内
容

評

〇施設等整備に対する

価

補助
む農家の生産基盤

）

の維持や収益性の向上

刈

を図 　補助率1/2
る

谷

。 ○乳用牛飼養規模拡

市

大に対する補助
　1頭

事

当たり50,000円

務

位
置
づ
け

関連計画

根拠

事

法令 畜産・酪農収益力

業

強化総合対策基金等事

評

業補助金交付要綱、畜

価

産振興対策事業補助金

シ

交付要綱

対象者 事業期

ー

間 令和２年度 ～ 令和７

ト

年度

実施方法 ■直営　

（

□委託　□指定管理　

様

■補助・助成　□その

式

他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

産

　
績

３年度実績 ４年度

業

実績 ５年度実績 ６年度

環

計画

・刈谷市酪農クラ

境

スター協議 ・刈谷市酪

部

農クラスター協議 ・刈

一

谷市酪農クラスター協

般

議 ・刈谷市酪農クラス

会

ター協議
　会開催 　会

計

開催 　会開催 　会開催

畜

（Ｒ2繰越分） （Ｒ3

産

繰越分） 　　
・補助金

振

交付 ・補助金交付　
　

興

　

　令和4年度に設備

対

の導入が完了し、農家

策

の経営基盤を強化する

事

ことができた。

成果
　

業

乳用牛の飼養規模の拡

担

大により、生産性を向

当

上させることができた

課

。

　令和5年度は育成

農

牛から搾乳牛になる頭

政

数より死亡・淘汰にな

課

る搾乳牛の頭数が多く

款

、年間では増頭になら

項

なかった。

　飼養規模

目

の拡大について、死亡

担

・淘汰等による影響も

当

あり、計画的に進める

係

ことの難しさがある。

農

課題

指標名称（単位）

産

実績値 目標値

３年度 ４

係

年度 ５年度 ６年度 ８年

6

度

活動 乳用牛飼養規模

1

拡大頭数（頭） ― 20

4

0 20 ―
指標
活動
指標

他市との
比較検証



5

2
指標

 
指標

　近隣市

土

においても同様な事業

地

を実施している。
他市

改

との
比較検証

良工務係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,585 30,278 17,132 22,697 合計 17,131,701 円
需用費 629,721 円

財
　
源

特定財源 8,452 10,695 14,357 4,580 役務費 880,424 円
委託料 14,960,346 円

一般財源 14,133 19,583 2,775 18,117 使用料及び賃借料 220,000 円
原材料費 441,210 円

職員人件費　② 4,013 4,141 3,299 3,334

総事業費（①＋②） 26,598 34,419 20,431 26,031

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 使用料及び手数料
取水堰維持管理費負担金

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 産業環境

基本施策

和

農業
施策体系

施策の内

５

容 生産基盤の強化と保

年

全

目
　
　
　
的

　農業用

度

施設を適正に管理する

評

ことにより、

主
た
る
内

価

容

○除草・清掃業務及

）

び保守点検業務
施設の

刈

機能保持を図る。

位
置

谷

づ
け

関連計画  

根拠法

市

令  

対象者 農業従事者

事

、市民 事業期間 ～

実施

務

方法 □直営　■委託　

事

□指定管理　□補助・

業

助成　□その他

評価シート （様式

Ｂ

１

　
事
　
業
　
実
　
績

３年

）

度実績 ４年度実績 ５年

会

度実績 ６年度計画

・取

計

水堰点検　　　　2か

名

所 ・取水堰点検　　　

担

　2か所 ・取水堰点検

当

　　　　2か所 ・取水

部

堰点検　　　　2か所

産

・樋門点検　　　　　

業

23門 ・樋門点検　　

環

　　　28門 ・樋門点

境

検　　　　　28門 ・

部

樋門点検　　　　　2

一

9門
・水路清掃　　　

般

　　一式 ・水路清掃　

会

　　　　一式 ・水路清

計

掃　　　　　一式 ・水

農

路清掃　　　　　一式

業

・除草委託　　　　　

用

一式 ・除草委託　　　

施

　　一式 ・除草委託　

設

　　　　一式 ・除草委

等

託　　　　　一式
・せ

管

せらぎ清掃委託　10

理

回 ・せせらぎ清掃委託

事

　3回 ・せせらぎ清掃

業

委託　12回 ・せせら

担

ぎ清掃委託　12回

　

当

取水堰の点検やため池

課

や排水路の除草及び清

農

掃等を実施し、農業用

政

施設等を適切に管理す

課

ることで、安定した農

款

業用水

成果
の確保や害

項

虫の発生抑制に努め、

目

農業生産の安定化及び

担

市民の生活環境の保全

当

を図ることができた。

係

　農業従事者及び土地

土

所有者の高齢化が進み

地

、地元で実施していた

改

排水路等の維持管理が

良

難しくなってきている

指

。

課題

指標名称（単位

導

）
実績値 目標値

３年度

係

４年度 ５年度 ６年度 ８

6

年度

活動 取水堰点検箇

1

所数（箇所） 2 2 2 2



5

00 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 5,131,500 円

一般財源 13,674 12,164 7,445 17,396

職員人件費　② 2,801 2,786 2,839 2,869

総事業費（①＋②） 16,475 14,950 10,284 20,265

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 農業
施策体系

施

和

策の内容 生産基盤の強

５

化と保全

目
　
　
　
的

　

年

一般家庭等の汚水及び

度

土砂等の流入により

主

評

た
る
内
容

○排水路浚渫

価

工事
排水能力が低下し

）

ている排水路等の浚渫

刈

（し
ゅんせつ）を行い

谷

、機能回復を図る。

位

市

置
づ
け

関連計画  

根拠

事

法令  

対象者 農業従事

務

者、市民 事業期間 ～

実

事

施方法 □直営　■委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

会

年度実績 ４年度実績 ５

計

年度実績 ６年度計画

・

名

排水路浚渫工事 ・排水

担

路浚渫工事 ・排水路浚

当

渫工事 ・排水路浚渫工

部

事　11箇所
    

産

西境地区始め　11箇

業

所     小垣江地区

環

始め　9箇所 　　野田

境

地区始め　5箇所

　排

部

水路に堆積している汚

一

泥や土砂の浚渫を行い

般

、排水能力と衛生面の

会

改善及び水路機能を保

計

持することができた。

農

　

成果

　農業従事者の

業

高齢化に伴い、農業用

用

排水路の浚渫要望が増

施

加している。

課題

指標

設

名称（単位）
実績値 目

等

標値

３年度 ４年度 ５年

補

度 ６年度 ８年度

活動 排

修

水路浚渫工事箇所数（

事

箇所） 11 9 5 11 1

業

1
指標

 
指標

　近隣市

担

においても同様な事業

当

を実施している。
他市

課

との
比較検証

農政課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事

係

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

土

：千円
３年度 ４年度 ５

地

年度 ６年度 ５年度

（決

改

算） （決算） （決算）

良

（予算） 事業費内訳

事

工

業費　① 13,674

務

12,164 7,44

係

5 17,396 合計 7

6

,444,800 円

1

委託料 2,313,3
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ha
　　　8地区 　　

1

　8地区 　　　9地区

5

　　　9地区

　農業従

土

事者と地域住民が一緒

地

になって活動し、地域

改

の農村環境の保全を図

良

ることができた。

成果

工

　農業従事者の高齢化

務

の進行及び後継者の育

係

成。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 事業進捗率（共同活動、継続）（％） 100 20 40 60 100
指標
活動 事業進捗率（資源向上（長寿命化））（％） 100 20 40 60 100
指標

　近隣市においても同様な事業を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 41,858 44,375 45,413 49,363 合計 45,412,800 円
委託料 3,083,300 円

財
　
源

特定財源 30,479 32,154 32,747 35,173 負担金、補助及び
交付金 42,329,500 円

一般財源 11,379 12,221 12,666 14,190

職員人件費　② 2,650 2,635 2,686 2,714

総事業費（①＋②） 44,508 47,010 48,099 52,077

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 多面的機能支払補助金（県）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 産業環境

基本

和

施策 農業
施策体系

施策

５

の内容 持続可能な農業

年

経営の推進

目
　
　
　
的

度

　農家や農村の持つ多

評

面的機能の維持や機能

価

主
た
る
内
容

○農地維持

）

活動　　　　　　対象

刈

面積579ha
の発揮

谷

を図るための地域の共

市

同活動を支援し､ 　（

事

井ケ谷地区をはじめ1

務

0地区）
地域資源の適

事

切な保全管理を推進す

業

る。 ○資源向上(共同

評

)活動　    対象

価

面積579ha
　（井

シ

ケ谷地区をはじめ10

ー

地区）
○資源向上(長

ト

寿命化)活動　対象面

（

積531ha
　（井ケ

様

谷地区をはじめ9地区

式

）
○事業補助割合　国

１

50％、県25％、市

）

25％

位
置
づ
け

関連計

会

画  

根拠法令  

対象者

計

農業従事者、市民 事業

名

期間 平成２９年度 ～ 令

担

和８年度

実施方法 ■直

当

営　■委託　□指定管

部

理　■補助・助成　□

産

その他

業環境部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業

多

　
実
　
績

３年度実績 ４

面

年度実績 ５年度実績 ６

的

年度計画

「3期対策：

機

H29～R3」 「4期

能

対策：R4～R8」 「

支

4期対策：R4～R8

払

」 「4期対策：R4～

交

R8」
・実施地区 ・実

付

施地区 ・実施地区 ・実

金

施地区
(農地維持・資

事

源向上(共同)）(農

業

地維持・資源向上(共

担

同)）(農地維持・資

当

源向上(共同)）(農

課

地維持・資源向上(共

農

同)）
　　　530h

政

a 　　　585ha 　

課

　　580ha 　　　

款

579ha
　　　9地

項

区 　　　10地区 　　

目

　10地区 　　　10

担

地区
・実施地区 ・実施

当

地区 ・実施地区 ・実施

係

地区
(資源向上(長寿

土

命化)） (資源向上(

地

長寿命化)） (資源向

改

上(長寿命化)） (資

良

源向上(長寿命化)）

指

　　　482ha 　　

導

　481ha 　　　5

係

32ha 　　　531



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 55,129 109,638 36,061 92,710 合計 36,061,314 円
需用費 1,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 48,710 委託料 3,828,539 円
工事請負費 28,958,600 円

一般財源 55,129 109,638 36,061 44,000 公有財産購入費 2,490,180 円
補償、補填及び賠

職員人件費　② 2,801 2,786 3,606 2,093 償金 782,995 円

総事業費（①＋②） 57,930 112,424 39,667 94,803

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業環境

基本

令

施策 農業
施策体系

施策

和

の内容 生産基盤の強化

５

と保全

目
　
　
　
的

　農

年

道、排水路等の農業用

度

施設の整備及び改

主
た

評

る
内
容

○施設の測量及

価

び設計委託
良を行い、

）

湛水被害の軽減や農道

刈

利用者の安 ○施設の整

谷

備及び改良工事
全性・

市

利便性向上を図る。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

務

法令  

対象者 農業従事

事

者、市民 事業期間 ～

実

業

施方法 □直営　■委託

評

　□指定管理　□補助

価

・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

計

年度実績 ４年度実績 ５

名

年度実績 ６年度計画

・

担

農道舗装工事　　　　

当

722㎡・農道舗装工

部

事　 　991㎡ ・排

産

水路改良工事　　62

業

ｍ ・護岸整備工事　　

環

　84ｍ
・排水路改良

境

工事　　　200ｍ・

部

排水路改良工事　　8

一

8ｍ （Ｒ5繰越分）
・

般

侵入防止柵整備工事　

会

137ｍ・道路側溝整

計

備工事　59ｍ ・護岸

農

整備工事　　　39ｍ

業

・道路側溝整備工事　

用

　417ｍ・管更生工

施

事　　　 180ｍ

　

設

農道、排水路等の農業

整

用施設の整備、改良を

備

行うことで、施設機能

事

が向上し、湛水被害の

業

軽減や通行の安全を確

担

保する

成果
ことができ

当

た。

　農業用機械の大

課

型化に合わせた施設の

農

整備要望や、老朽化に

政

伴う改良要望が発生し

課

ている。

課題

指標名称

款

（単位）
実績値 目標値

項

３年度 ４年度 ５年度 ６

目

年度 ８年度

活動 排水路

担

整備延長（ｍ） 200

当

88 62 ― 100
指標

係

活動 舗装整備面積（㎡

土

） 722 991 ― ― 1

地

00
指標

　近隣市にお

改

いても同様な事業を実

良

施している。
他市との

工

比較検証

務係

6 1 5



5

3 7,000 合計 17,682,500 円
工事請負費 17,682,500 円

財
　
源

特定財源 14,972 7,500 10,200 4,200

一般財源 9,983 13,411 7,483 2,800

職員人件費　② 1,287 1,280 1,304 1,318

総事業費（①＋②） 26,242 22,191 18,987 8,318

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 土地改良費事業費補助金（県
）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 農業
施策体系

施

和

策の内容 生産基盤の強

５

化と保全

目
　
　
　
的

　

年

農業用排水施設の改修

度

及び改良を行い、排

主

評

た
る
内
容

○かんがい排

価

水事業（排水路改修工

）

事）
水能力の向上や維

刈

持管理の軽減を図る。

谷

　県補助金：事業費の

市

60％
○農道整備事業

事

（農道舗装工事）
　県

務

補助金：事業費の50

事

％
　　

位
置
づ
け

関連計

業

画  

根拠法令 愛知県土

評

地改良事業等補助金交

価

付要綱

対象者 農業従事

シ

者、市民 事業期間 ～

実

ー

施方法 □直営　■委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

部

年度実績 ４年度実績 ５

産

年度実績 ６年度計画

・

業

排水路改修工事　15

環

3ｍ ・排水路改修工事

境

　116ｍ ・排水路改

部

修工事　623ｍ ・排

一

水路改修工事　520

般

ｍ
・農道舗装工事　3

会

82㎡

　県費補助を活

計

用しつつ排水路の改良

県

工事を行うことで、排

費

水能力の向上及び維持

補

管理の軽減を図った。

助

成果

　農業用施設の老

土

朽化に伴い、施設の改

地

良要望が増加している

改

。

課題

指標名称（単位

良

）
実績値 目標値

３年度

事

４年度 ５年度 ６年度 ８

業

年度

活動 排水路等改修

担

延長（ｍ） 153 11

当

6 623 520 150

課

指標
 

指標
　近隣市に

農

おいても同様な事業を

政

実施している。
他市と

課

の
比較検証

款 項 目 担当係 土地

Ｃ
　
事
　

改

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

良

千円
３年度 ４年度 ５年

工

度 ６年度 ５年度

（決算

務

） （決算） （決算） （

係

予算） 事業費内訳

事業

6

費　① 24,955 2

1

0,911 17,68



0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 47,465 41,853 66,803 50,000

職員人件費　② 2,044 2,033 2,072 2,093

総事業費（①＋②） 49,509 43,886 68,875 52,093

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 農業
施策体系

施策の

和

内容 生産基盤の強化と

５

保全

目
　
　
　
的

　農道

年

、排水路等の農業用施

度

設の改修及び補

主
た
る

評

内
容

○施設の測量及び

価

設計委託
修を行い、施

）

設機能の確保を図る。

刈

○施設の改修及び補修

谷

工事
　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　

事

　　
　
　

位
置
づ
け

関連

務

計画  

根拠法令  

対象

事

者 農業従事者、市民 事

業

業期間 ～

実施方法 □直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

３年度実績 ４

名

年度実績 ５年度実績 ６

担

年度計画

・排水路補修

当

工事他　 30箇所・

部

排水路補修工事他　 

産

33箇所・排水路補修

業

工事他　 23箇所・

環

排水路補修工事他　 

境

30箇所

　農道、排水

部

路等の農業用施設の改

一

修及び補修を行い、施

般

設の機能確保及び良好

会

な営農環境を保全する

計

ことができた。

成果

　

単

農業用施設の老朽化に

独

伴い、施設の補修要望

土

が増加している。

課題

地

指標名称（単位）
実績

改

値 目標値

３年度 ４年度

良

５年度 ６年度 ８年度

活

事

動 農業用施設補修箇所

業

数（箇所） 30 33 2

担

3 30 30
指標

 
指標

当

　近隣市においても同

課

様な事業を実施してい

農

る。
他市との
比較検証

政課

款 項 目 担当係 土

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

地

　
ト

単位：千円
３年度

改

４年度 ５年度 ６年度 ５

良

年度

（決算） （決算）

工

（決算） （予算） 事業

務

費内訳

事業費　① 47

係

,465 41,853

6

66,803 50,0

1

00 合計 66,803

5

,000 円
工事請負費 66,803,00



土

（予算） 事業費内訳

事

地

業費　① 12,794

改

9,572 10,37

良

7 10,736 合計 1

指

0,377,236 

導

円
負担金、補助及び

財

係

　
源

特定財源 0 0 0 0

6

交付金 10,377,

1

236 円

一般財源 1

5

2,794 9,572 10,377 10,736

職員人件費　② 757 753 537 543

総事業費（①＋②） 13,551 10,325 10,914 11,279

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 産業環境

基本

和

施策 農業
施策体系

施策

５

の内容 生産基盤の強化

年

と保全

目
　
　
　
的

　明

度

治用水土地改良区が施

評

行する土地改良事

主
た

価

る
内
容

○水源かん養林

）

事業負担金
業費の一部

刈

を負担し、地元負担の

谷

軽減を図る ○環境用水

市

対策負担金
とともに、

事

水源であるかん養林の

務

助成及び環 ○管水路修

事

繕工事負担金
境用水対

業

策金の負担をする。

位

評

置
づ
け

関連計画  

根拠

価

法令  

対象者 農業従事

シ

者 事業期間 ～

実施方法

ー

□直営　□委託　□指

ト

定管理　□補助・助成

（

　■その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

３年度実

部

績 ４年度実績 ５年度実

産

績 ６年度計画

・水源か

業

ん養林事業負担金 ・水

環

源かん養林事業負担金

境

・水源かん養林事業負

部

担金 ・水源かん養林事

一

業負担金
・環境用水対

般

策負担金 ・環境用水対

会

策負担金 ・環境用水対

計

策負担金 ・環境用水対

農

策負担金
・管水路修繕

業

工事負担金 ・管水路修

土

繕工事負担金 ・管水路

木

修繕工事負担金 ・管水

負

路修繕工事負担金

　土

担

地改良事業費の一部を

事

負担することにより、

業

農業用水を安定的に供

（

給することができた。

明

成果

 

課題

指標名称（

治

単位）
実績値 目標値

３

用

年度 ４年度 ５年度 ６年

水

度 ８年度

活動 管水路修

土

繕工事箇所数（箇所）

地

10 8 5 8 8
指標

指標

改

　明治用水の受益があ

良

る近隣市も同様な事業

区

を実施している。
他市

）

との
比較検証

担当課 農政課

款 項

Ｃ
　
事

目

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

担

：千円
３年度 ４年度 ５

当

年度 ６年度 ５年度

（決

係

算） （決算） （決算）



土

②） 8,854 2,7

地

46 8,422 9,1

改

21

建
設
事
業

全体事業

良

費（単位：千円） 0 ５

指

年度特定財源名称

５年

導

度までの累積事業費 0

係

７年度以降の事業費見

6

込 0

1 5

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 産業環境

基本

和

施策 農業
施策体系

施策

５

の内容 生産基盤の強化

年

と保全

目
　
　
　
的

　金

度

山揚水土地改良区が施

評

行する土地改良事

主
た

価

る
内
容

○金山揚水土地

）

改良区への事業費補助

刈

金
業費の一部を補助し

谷

、地元負担の軽減を図

市

る｡

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令 刈谷市農業土

務

木事業補助金交付要綱

事

対象者 農業従事者 事業

業

期間 ～

実施方法 □直営

評

　□委託　□指定管理

価

　■補助・助成　□そ

シ

の他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

３年度実績 ４年

名

度実績 ５年度実績 ６年

担

度計画

・事業補助金 ・

当

事業補助金 ・事業補助

部

金 ・事業補助金
　　用

産

水管補修工事他　5件

業

　　用水管補修工事他

環

　4件 　　用水管補修

境

工事他　3件 　　用水

部

管補修工事他　3件

　

一

用水管の補修等の工事

般

を実施し、農業施設の

会

維持管理を図った。

成

計

果

課題

指標名称（単位

農

）
実績値 目標値

３年度

業

４年度 ５年度 ６年度 ８

土

年度

活動 補助対象工事

木

件数（件） 5 4 3 3 3

補

指標

指標

他市との
比較

助

検証

事業（金山揚水土

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

地

　
ス
　
ト

単位：千円
３

改

年度 ４年度 ５年度 ６年

良

度 ５年度

（決算） （決

区

算） （決算） （予算）

）

事業費内訳

事業費　①

担

7,643 1,541

当

7,578 8,268

課

合計 7,577,71

農

0 円
負担金、補助及

政

び

財
　
源

特定財源 0 0

課

0 0 交付金 7,577

款

,710 円

一般財源

項

7,643 1,541

目

7,578 8,268

担

職員人件費　② 1,2

当

11 1,205 844

係

853

総事業費（①＋



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 防災
施策体系

施策

和

の内容 災害に強いまち

５

づくり

目
　
　
　
的

　災

年

害により被害を受けた

度

農地を復旧する｡

主
た

評

る
内
容

○災害復旧工事

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

）

拠法令  

対象者 農業従

刈

事者、市民 事業期間 ～

谷

実施方法 □直営　■委

市

託　□指定管理　□補

事

助・助成　□その他

務事業評価シート （

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

様

３年度実績 ４年度実績

式

５年度実績 ６年度計画

１

　 　 　 　
　 　 　 　
　 　

）

　 　
　 　 　 　
　　　―

会

―――――― 　　　―

計

―――――― 　　　―

名

―――――― 　　　―

担

――――――

 

成果

 

当

課題

指標名称（単位）

部

実績値 目標値

３年度 ４

産

年度 ５年度 ６年度 ８年

業

度

 
指標

 
指標

 
他市

環

との
比較検証

境部

一般会計
農地

Ｃ
　
事

災

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

害

：千円
３年度 ４年度 ５

復

年度 ６年度 ５年度

（決

旧

算） （決算） （決算）

事

（予算） 事業費内訳

事

業

業費　① 0 0 0 500

担

合計 0 円

財
　
源

特定

当

財源 0 0 0 0

一般財源

課

0 0 0 500

職員人件

農

費　② 0 0 0 0

総事業

政

費（①＋②） 0 0 0 5

課

00

建
設
事
業

全体事業

款

費（単位：千円） 0 ５

項

年度特定財源名称

５年

目

度までの累積事業費 0

担

７年度以降の事業費見

当

込 0

係 土地改良工務係

11 2 1



1 2 2

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 防災
施策体

和

系
施策の内容 災害に強

５

いまちづくり

目
　
　
　

年

的

　災害により被害を

度

受けた農業用施設を復

評

旧

主
た
る
内
容

○災害復

価

旧工事
する｡

位
置
づ
け

）

関連計画  

根拠法令  

刈

対象者 農業従事者、市

谷

民 事業期間 ～

実施方法

市

□直営　■委託　□指

事

定管理　□補助・助成

務

　□その他

事業評価シート （

Ｂ
　
事

様

　
業
　
実
　
績

３年度実

式

績 ４年度実績 ５年度実

１

績 ６年度計画

　 　 　 　

）

　 　 　 　
　 　 　 　
　 　

会

　 　
　　　―――――

計

―― 　　　―――――

名

―― 　　　―――――

担

―― 　　　―――――

当

――

 

成果

 

課題

指標

部

名称（単位）
実績値 目

産

標値

３年度 ４年度 ５年

業

度 ６年度 ８年度

 
指標

環

 
指標

 
他市との
比較

境

検証

部

一般会計
農業用

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

施

　
ス
　
ト

単位：千円
３

設

年度 ４年度 ５年度 ６年

災

度 ５年度

（決算） （決

害

算） （決算） （予算）

復

事業費内訳

事業費　①

旧

0 0 0 2,000 合計

事

0 円

財
　
源

特定財源

業

0 0 0 0

一般財源 0 0

担

0 2,000

職員人件

当

費　② 0 0 0 0

総事業

課

費（①＋②） 0 0 0 2

農

,000

建
設
事
業

全体

政

事業費（単位：千円）

課

0 ５年度特定財源名称

款

５年度までの累積事業

項

費 0

７年度以降の事業

目

費見込 0

担当係 土地改良工務係

1


